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いざ、東北沿岸へ
―
自衛隊岩手地方協力本部・本部長と共に、自衛隊かく闘えり
 
　　
「危機管理の社会学」 （
Sociology of E
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ergen
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t ） （その８）
―
田
　　
中
　　
伯
　　
知
　
第１節
　　
はじめに
　　
―
領域社会学・部門別社会学としての「危機管理の社会学」の要件（条件）を求めて
―
　
平成
23年（２０１１年）３月
11日午後２時
46分「闘い」は突然始まった。東北地方・太平洋沖地震（津波）との「闘
い」である。特に、岩手、宮城、福島の三県を中心に、 「東日本」全体に地震の強い衝撃が走った。陸上自衛隊東北方面航空隊（仙台市） 、岩手駐屯各部隊を始め、陸・海・空３自衛隊は
―
県からの「災害派遣」要請を待つまでも
なく
―
、速やかに「派遣」準備を整え、甚大な被害を被った沿岸部を目指した。例えば、岩手県では第９師団（司
令部・青森市）隷下の第９特科連隊、第９高射特科大隊 第９戦車大隊（いずれも岩手駐屯部隊）が初動対処の基幹兵力として、事前計画をもとに沿岸部へ前進した。
研究年誌64号（2020）
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図１-１　発災当日の岩手駐屯地各部隊の展開状況
図１-２　３月16日以降の陸上自衛隊の主な展開状況
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表１　東北における陸上自衛隊（部隊）の活動状況の概要
第２師団（司令部：北海道旭川市）
第 11 旅団（司令部：北海道札幌市）
の一部
 ＊ ただし、第 11 旅団の一部は、３月
16 日福島県に前進し、「原発対応」
に当たっている。 
岩手県北部沿岸
　久慈市、宮古市等 
捜索・
生活支援等 
第９師団（司令部：青森市） 
第７師団（司令部：北海道千歳市） 
岩手県南部沿岸 
　 山田町、釜石市、陸
前高田市等 
捜索・
生活支援等 
第４師団（司令部：福岡市） 
第８師団（司令部：熊本市）の一部
第 15 旅団（司令部：那覇市）の一部 
宮城県北部沿岸 
　 気仙沼市、南三陸町
等 
捜索・
生活支援等 
第 14 旅団（司令部：善通寺市） 牡鹿半島北部地域 
　女川町、石巻市 
捜索・
生活支援等 
第５旅団（司令部：北海道帯広市） 牡鹿半島南部地域 
　石巻市 
捜索・
生活支援等 
第６師団（司令部：山形県東根市） 宮城県中央部 
　 東松島市、多賀城市、
仙台市等 
捜索・
生活支援等 
第 10 師団（司令部：名古屋市）
第３師団（司令部：兵庫県伊丹市） 
宮城県南部 
　名取市、山元町等 
捜索・
生活支援等 
第 13 旅団（司令部：広島県海田町） 福島県 
　新地町、相馬市等 
捜索・
生活支援等 
第 12 師団（司令部：群馬県榛東村）
第１空挺団（司令部：千葉県習志野市）
の一部 
福島県 
　 福島市、南相馬市、
いわき市等 
捜索・
生活支援等 
中央即応集団隷下部隊（司令部：東京
都練馬区） 
福島第１、第２原発 除染、
原発対応 
（平成 23 年３月 27 日現在　田中伯知作成）
　
同日
18時、 【大規模
震災災害派遣】 （防衛大臣） が発令された。 まさに、 陸・海・空のすべての部隊が日本の運命を背負い一丸となって救助・救援態勢を執った。　
３月
14日、 陸・海・空
３自衛隊は、陸上自衛隊東北方面総監 君塚栄治陸将を指揮官に「統合任務部隊―東北」（Jo
in
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）
を編成し、自衛隊史上最大規模の派遣態勢を敷いた。史上未曽有の召集が自衛隊にかけられたのである（図１、
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写真１　遺体の収容に当たる陸上自衛隊第９師団（釜石市鵜住居の防災センター）
表１） 。　
隊員の中には、 家族の「安否」が不明のまま「災
害派遣」の任務に就く者も多くいた（因みに、岩手駐屯地の場合、約１５００名の隊員の
80％が岩
手県出身者である） 。　
東北地方・太平洋沖地震（津波）における自衛
隊の「初動対応」 （ 「対処」 ・ 「組織的対応」 ）を社会学的視点から評価する上で、絶対に見逃せない条件（ 「事実」 ）がある。それは、地元の陸上自衛隊岩手駐屯地、航空自衛隊山田分屯地等の部隊、隊員、さらにその家族の其々 甚大な被害に晒されていたことである。まさに、 「 急救援」の主力となる部隊及び隊員の多くが甚大な被害を被っていたのである。　
この「事実」を看過しては、今回の東北地方・
太平洋沖地震において自衛隊のとった 「救助」 ・ 「救援活動」 （ 「組織的対応」 ）の意義
―
言わば、未
曾有の地震・津波災害 対する部 ・隊員の組織的救助活動の「実相」
―
をただしく評価するこ
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とは出来ない。言い換えれば、かけがえの無い家族や親族を「安否」不明の状態で被災地域に残し、派遣部隊・隊員達がどのよう 気持ちで、またどのような覚悟のもとで任務に赴いたかが（個々の隊員の「役割葛藤」の問題を始め災害時における人間社会全体の対応を知る上で）分析のもっとも重要な争点を構成しており、この要件（事実）を無視しては自衛隊全体の組織的救助・救援活動の真の意義を汲み取ることは出来ない 写真１） 。　
因みに、陸・海・空３自衛隊を通して「家族が被災した隊員」の数は三百七十四名、 「被災家族で亡くなった方」
は三百四十四名、 「負傷者」は、十五名 「安否不明者」は百二十一名に 上った。 （平成
23年７月１日現在、陸上自
衛隊東北方面総監・君塚栄治陸将発表 尚、上記の数字の差引が合わないのは、一人の隊員が「ご両親を失う」場合等が含まれているからである） 。　
平成
23年４月５日には、岩手県陸前高田市の調査を行った。市の中心部は全くの壊滅状態である。鉄筋造りの建物
等がわずかに残っているが、どれも 大きく損傷・損壊してい 。平成
23年
10月
11日に再度調査を行ったが、３階建
て（一部４階建て）の市庁舎の中は津波 よってあますところなく破壊されていた。各階の床一面 、津波によって運ばれてきた砂礫が拡がっており 行政資料が散乱して た。まさに、陸前高田市とそ 中枢機能のすべてが地上から消し去られていた。警察庁の発表によると、東北地方・太平洋沖地震（東日本大震災）における人的被害は、 「亡くなられた方」１万５８９７名、 「行 不明者」二五三三名である（平成
31年〈２０１９年〉３月１日現在） 。東北地
方太平洋沿岸地域は、歴史上、未曾有の地震・津波災害の被害に見舞われたのである。　
平成
23年４月５日午前８時
17分、自衛隊岩手地方協力本部、陸上自衛隊第９師団の「支援」を受け、岩手地本長・
髙橋俊哉１等陸佐と共に陸上自衛隊北部方面航空隊北部方面ヘリコプター隊のヘリに搭乗し、盛岡市から北上山地を抜け三陸沿岸の陸前高田市 向け前進（写真２―１、 ２―２ ２―３ 途中、岩手県三陸沿岸の中部地区（山田町） 、及び南部地区の大槌町、釜石 、大船渡市、陸前高田市等の被害状況を上空からとらえ
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午前９時
15分、第１戦車群（当時）宿営
地（集結地）脇の空き地に設けられた「臨時ヘリポート」 （津波で壊滅した陸前高田市の一角）に到着。じ後、陸路で、髙橋本部長、松本勝司・准陸尉、中川原秀治・３等陸曹と共に陸前高田の市街地区を目指し前進。次第に 周囲の光景 中に 震・津波の衝撃がもたらした破壊の爪痕・痕跡が現れて来る。　
午前
10時
32分、多くの方々が困難な避難
生活をおくっ おられる陸前高田市立第一中学校に到着。同中学校正面玄関入口前で給水支援に当たる隊員の姿があった。吉充・３等陸曹（第９師団第９後方支援連隊第２整備大隊）である（写真３） 。体育館から出てきた高齢の女性からペットボトルを受け取り「水」を注いでいた。私は、吉田充・３等陸曹に、
写真２－１　盛岡東警察署屋上のヘリポート。
（撮影：田中伯知　2011年４月５日 ８時17分）
（岩手県庁前の）盛岡東警察署屋上に設置された
ヘリポートに通じる階段。自衛隊、消防、警察の
各隊員が待機して、其々のヘリの「誘導」を行っ
ている。三陸沿岸から移送されてくる中年の被災
者の女性からは、強く異臭が漂っていた。現場か
ら伝わる緊迫した「空気」と「緊張感」は、ある
種「戦場」を想起させた。
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「大丈夫ですか。 」と声をかけた。（既に、 【大規模震災災害派遣】が発令されてから２週間以上が経つ。隊員にかかる心身の負担は大変なものである。過酷な環境の中で、しかも粗末な戦闘糧食で命を繋ぎながら、懸命に被災者に寄り添う自衛隊員を気遣ったのである。 ）【吉田充３曹】「はい、家は流されましたが家族は無事でした。 」 （冷静で静かな口調であった。 ）
一瞬、返答に詰まった。どう答えたかは詳しく記憶していない。ただ、今もその時の状況だけが鮮明に蘇ってくる。 「ご苦労さまです。 」と答えるのが精一杯であった 最後に、 （吉田充３曹の）氏名、所属部隊・階級等を確認して、髙橋俊哉本部長等と共に（避難場所となっている）体育館の中へ進んだ。
写真２－２　陸上自衛隊北部方面航空隊北部方面ヘリコプター隊（機体番号：41721）。
（撮影：田中伯知　2011年４月５日　８時17分）
（ヘリに向かって左側
は）加藤伊佐夫・３等
陸佐（機長）、（右側は）
市場学・１等陸尉
航空機整備員
野本健介・３等陸曹
盛岡東警察署屋上のヘリポート
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まさに、被災者の救助・救援に携
わっている隊員自身が被災者であった。
 多くの自衛隊員が大切な子や妻
の生死が関わる時に、父親としてまた夫として何一つしてやれないまま、 「国民の負託」に応えようと、ひたすらに国家・国民の盾となり黙々とそして懸命に被災者に寄り添っている。未だ家族や親族の「安否」が分からない仲間の隊員 気持ちを気遣い、吉田充３曹は静かな口調で「はい、家は流され し が族は無事でした。 」と、応えてくれたのである。私が、一瞬その言葉に戸惑ったのがわかると 吉田３曹は、再度、 「家は流されま が家族は無事でした。 」と、少し顔 近づけるようにして静かに応えてくれた。自分の「配慮の無さ」に気 つい
写真２－３　機内の岩手地本長・髙橋俊哉1等陸佐。眼下は盛岡の市街地。岩手県南
部沿岸にそって陸前高田へ向かう。緊迫感が漂う機内であったが、ヘ
リの爆音を耳にしながら髙橋本部長にカメラを向けると、本部長の「温
かい表情」が返ってきた。岩手・三陸沿岸の上空に到達すると、機内
の空気は再び強い緊迫感に包まれた。眼下には、壊滅した「日本」の
姿があった。（撮影：田中伯知　2011年４月５日　８時19分）
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自分自身がつまらなく小さな人間に思えた。ただ、部隊の表面的な「動き」 心を奪われていたのである。　
阪神・淡路大震災の調査に携わっていた
頃、自衛隊大阪地方連絡本部の広報室に勤務していた女性の海上自衛官 （神戸市在住）が、次のように語っていたことが思い浮かぶ。
「先生、私も被災者です。神戸のポートアイランドに居ます。 」
　
自衛隊は、戦後、未曾有の大災害（東北
地方太平洋沖地震・津波）を前に崇高な「任務」に全力を尽くした。自らも地震・津波の衝撃を被りながら、 懸命に「国民の負託」に応えたのである。この事実は、以下の結果に示されている。①
 
陸・海・空自衛隊
に救助された者１４， ９３７名 ②
 遺体の
写真３　被災者への給水支援に当たる吉田充3等陸曹。家族の「安否」確認が取れな
い仲間の隊員の気持ちを気遣いながら、自衛官（武人）らしく凛とした態
度で任務に就いていた。（撮影：田中伯知　2011年４月５日　10時32分）
本日の給水時間
０８３０～１８００
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捜索（収容）９， ４００体、③
 
給食支援約３， ４６８， ０００食、④
 
給水支援約２８， ５００トン、⑤
 
入浴支援約
６２０， ０００名、⑥
 道路啓開約４４０キロ、⑦
 衛生支援約２０， ５００名に上った。中でも注目すべき点は、もっ
とも困難をきわめた衝撃直後の時期（段階）において、１４， ９３７名もの人が自衛隊の懸命な活動によって救助救命されたことである。まさに、自衛隊は国民にとって「最後の砦」であった。　
前述したように、平成
23年３月
14日、陸・海・空３自衛隊は、陸上自衛隊東北方面総監・君塚栄治陸将を指揮官に、
統合任務部隊（約一〇万６， ２５０名）を編成し、自衛隊史上最大規模の災害派遣態勢をとった。ただし、３月
26日
から３月
30日の４日間の編制規模は、約一〇万７， ０００名に達していた。
　
災害時における人間行動の分析（とくに「正常化の偏見」 ）で有名な米国の社会心理学者Ｒ・Ｈターナー（
Turner, 
R
alph H
erbert ）の知見を始め多くの社会学的・心理学的研究が、人々の「役割葛藤」 （
R
ole C
onflict ）を重要な
研究課題・争点として取り挙げている中で、東北地方・太平洋沖地震〈衝撃期〉に見られた隊員達の献身的行動や自己犠牲を伴う活動の多くは、 （災害時における人間行動の分析を始め）広く災害の社会科学的研究の分野に新たな争点と意義を照らし出すものである。そ は、 「衝撃期」の段階ですべての部隊・隊員が
―
家族や親族内の役割と責
任を投げ出してまで
―
いわば個々に強い心理的緊張（ 「役割緊張」 ）を伴う困難な状況の中で、 果敢に応急救援部隊・
隊員としてその任務に赴き、沿岸部へ前進、其々の役割（責任）を果たしたことである。まさに、陸上自衛隊第９高射特科大隊の 「前進」 の事例に見られる如くである。 （田中伯知 『陸上自衛隊の災害派遣の社会学的分析
―
東北地方・
太平洋沖地震及び熊本地震を中心に 安全保障のグローバリゼーションと「立正安国論」 現代的・学術 意義
―
』
早稲田大学危機管理研究会平成二十九年八月十六日
　
全二五一頁参照。 ）
「隊員は、わが国の平和と独立を守る自衛隊の使命を自覚し、一致団結、厳正な規律を保持し、常に徳操を養い、
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人格を尊重し、心身をきたえ、技能をみがき、強い責任感をもって専心その職務の遂行にあたり、事に臨んでは危険を顧みず、身をもって責務の完遂に努め、もつて国民の負託にこたえること
を期するものとする。 」 （ 『服務
の宣誓』 。傍線は田中による。 ） 。
　『服務の宣誓』の「事に臨んでは危険を顧みず、身をもって責務の完遂に努め、もつて国民の負託にこたえること……」
といった規範（ 「役割」 「期待」 ）は、唯一、自衛隊員に対して課せられており、警察、消防、一般の行政を始
め他の一切の組織・機関には定められていない。今日の自衛隊には
―
鹿児島県徳之島における緊急搬送要請の事例
（殉職した建村義知・１等陸佐率いる４名の隊員の対応）が示すように
―
、国民の生命・財産を守るという点で信
頼に足る高い使命感と責任感とが培われている（田中伯知「いざ、東北沿岸へ
―
自衛隊岩手地方協力本部・本部長
と共に、自衛隊かく闘えり〈その７〉 『早稲田大学高等学院・研究年誌』第六十三号、平成三十一年三月七日、参照」 ） 。　
自衛隊が国民、国家の「最後の砦」と言われる所以がここにある。
　
東北地方・太平洋沖地震〈衝撃期〉において応急救援部隊・隊員のとった献身的かつ自己犠牲を伴う対応の数々は、
日本人として、また災害社会学の研究に携わる者として、私の大き 誇りである。　
災害に関わる社会科学的研究の分野では、地震、津波、台風、ハリケーン、水害、爆発・原子力災害、噴火、干ば
つ、伝染病・疫病、社会的騒擾、世界恐慌、武力紛争、テロ・戦争など、各種の災害時における人間行動（ 「対応」 「対処」 ）の分析に焦点が当てられる。したがって この分野では広く社会学、社会心理学、心理学、政治学、行政学経済学、土木・建築学、工学、地球科学等の諸科学による学際的視点やアプローチが求められる。　
とくに、災害に対する社会学的研究の主要な目的は、①
 災害時における人間行動を体系的に捉えるため、②
 危機
状況における人間行動の厳密な観察と ③
 
災害に関する社会学的研究を発展させるための多様な理論的・方法論的
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試みを提示することに置かれている。それは、社会学の根本的関心が人間行動と社会秩序のあり方に絞られるからとも言える。本研究（ 「いざ、東北沿岸へ」の一連の論文）の重要な目的の一端は、 学的視点に立ち、 「警報期」 、 「脅威期」 、 「衝撃期」 、 「被害の査定期」 、 「救助期」 、 「救援期」 、 「復興期」といった災害の社会過程（災害の時期的段階）を軸に、人間社会の対応の特徴とその変遷とを捉えていくことにある（表２） 。　
この点に関して、米国の社会学者Ａ・Ｈ・バートンの見解が大いに参考となる。 （以下は、バートンの見解に則り
災害の様相を時期的・段階的に分類したものである〈アレン・Ｈ・バートン、秋元律郎・安倍北夫・島田一男監訳『災害の行動科学』学陽書房 昭和四十九年十一月、四十五～四十六頁
 参照。 〉 ） 。
①
 前災害期
②
 脅威の発見とそれについての警告の伝達が行われる段階
 　―
ただし、脅威期の（理論的） 「措定」は突発型災害の場合には切り捨てられる。
③
 即時的で比較的に非組織的反応（対応）がとられる段階
 　―
突発型災害の場合にはきわめて重要な様相を呈する。
④
 組織化された社会的反応（対応）がとられる段階
 　―
 組織だった救助、救援、及び復旧にとりかかる段階。災害因の衝撃や被害の大きさによっては数年を要する場合がある。
⑤
 災害後、かなり長期にわたって均衡が持続する期間（段階）
 　―
 言わば、 社会システムが十分な復興を成し遂げ、 災害が残した「永続的」影響をまとめ上げる段階である。発災時に比べ、ゆっくりとしたペースで変化が進行するという比較的な意味での均衡である。
―99―
表２　災害の時期区分
警報期 
突発型の災害とは異なり、洪水の危険性や伝染病の発生のように、比較的ゆっくりと
接近する災害においては、警報期は、災害対応行動の重要な一部を形成する。 
　① 警報と脅威にたいする人びとの反応には、懸念（不安）に対処する方法がみられる。 
　② 人びとが不安に対処する方法は、目前に迫ったインパクトにたいして、事前に明
確な対応を準備するといった形態をとる。 
したがってこの時期に、ある程度の不安が適切に存在することと、その不安に首尾よ
く対処することが災害のその後の段階において、有効な行動を導き出すのに役立つ。 
脅威期 
ある危険が差し迫っていることをしめす、他者からのコミュニケーションや接近しつ
つある災害それ自体の兆候に接触する時期。この段階で人びとは、以下の問題にたい
して決定を下さなければならない。
　① 危険は、いったいどのようにしておこるのか、そしてそれはどの程度差し迫った
ものなのか。
　② もしかりにそれが起こった場合、またいかなる防御手段もとられることがなかっ
た場合には、どれぐらいの人びとが犠牲になるのだろうか。
　③自分はいったいどのような防御手段をとることができるのだろうか。
　④その防御手段は、はたしてどの程度有効なものとなりうるのか。
　⑤ そうした手段をとるのに必要なコスト（資金・時間・努力・不安・その他）は、
どの程度のものなのか。 
衝撃期 
被災者にたいする面接からえられたデータによれば、衝撃期における人びとの行動は
おどろくほど理性的で冷静なものである。パニックは、ごく限られた災害状況の―
たとえば急速に火の手が拡がる密室火災のような―もとでのみ起こる。この段階で
は、災害に見舞われた集団内部に、たいていの場合、災害ニーズを解消するための、
緊急的なリーダーシップが生起する。 
被害の
査定期 
衝撃後生存者は、自己のおかれた状況について理解するようになる。それにしたがっ
て、彼らはある程度、災害が生み出した大量破壊について知るようになる。この段階
では、無傷の人びとや軽傷者を中心に、被災者にたいする救助活動がおこなわれるが、
相対的に未組織的で、効果の薄いものである。また人びとの間に、 
　①社会的地位の区分の消滅、 
　②関心や情緒の共有、 
　③親しい友人同士のような行動、 
がみられるようになる。 
救助期 
負傷者の救助や消火活動などに活動がふり向けられる時期。多くの被災者たちの間に
かなりの期間にわたって呆然自失とした症状をしめす「災害症候群」がみられるよう
になる。この「災害症候群」は、個人的ストレスによって引き起こされるのではなく、
大災害という状況のもとでのみ見られる現象である。 
救援期 
生存者や被災地へ駆けつけた救援機関などによって、被災者や災害に見舞われたコ
ミュニティにたいする、計画的な救援活動がとられる時期。 
復興期 
被災後のコミュニティや人びとの間に、災害以前の均衡を回復し、新たな状況にたい
して適応をはかろうとする志向が生まれる時期。
しかし復興期の初期にみられたようなユートピア的な人間関係は、復興が進むにつれ
てしだいに消滅していき、階層的な社会的区分が再びあらわれてくる。 
（注） 本表は、D. W. Chapman, A Brief Introduction to Contemporary Disaster Research, pp．
7-22.の内容を基に作成した。本表は、災害時の各段階における人間及び社会の「対応」を類型化し
たものであり、災害の社会学的研究にとって重要な仮説的知見を構成している（田中伯知作成）。
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　「災害社会学」 （
D
isaster Sociology
） 、及び「危機管理の社会学」 （
Sociology of E
m
ergency M
anagem
ent ）
にとって、 「衝撃期」における人間社会の「反応」 （対応）は極めて興味深い。それは、 「危機管理の社会学」の根幹的課題（を始めその研究分野・領域の範囲）とも深く関わっていると言ってよい。　
従来、災害時における人間行動の記述に関して、パニック、略奪行為、戒厳令の施行、避難行動などの（ 「理解」の）
点で、誤った知識や見解が行き渡っていた。そのため、災害時におい 人び がとる行動に関し、社会学者や心理学者がこれまで提示してきた概念の中には、①
 大衆のパニック的な脱出反応や、②
 社会解体（崩壊）のプロセスを指
し示すものがある。とくに
 ①
 緊迫した状況のもとで、 人びとが恐怖に陥るあまり他者への関心を失ってしまい、 もっ
ぱら自己の利益に従って非合理的行為に走るとか ②
 
個人が災害を体験することにより、互いに敵対的となり攻撃
的態度をとるようになるといった指摘や、③
 
被災者の心理的錯乱状態（災害症候群など）と結びつくステレオタイ
プなどは、そのもっともよい例といってよい。　
しかし、最近の研究を通して人びとの災害時における通常の行動は、このような一般的イメージにそぐわないもの
であることが指摘されている。例えば、Ｃ・Ｅ・フリッツは、災害時の人間行動に関してこれまで取り上げられ きた伝統的見解は、社会病理学上の問題にのみ関心を示すものであり、 「災害の破壊的・解体的効果に焦点を置く結果、災害時に見られる人間行動の再建的・再生的側面をほとんど無視したものである」と指摘している。フリッツは、こうした観点から、仮に災害時に生起する人びとの建設的対応を認識しないならば、災害研究の本質的目的が見失われてしまうと言及している。つまり、 「逆境 中で人間社会が存続できる方法と危機やストレスを克服する方法、並びに社会制度を再生化するための手段・方策が見失われる」 である。 （田中伯知『自然災害に対する自衛隊等の組織的対応の比較分析
―
阪神・淡路大震災、新潟県中越地震、中国・四川大地震等を事例に
―
』早稲田大学総合研究
機構災害研究所報告書、平成二十二年二月十一日
　
参照） 。
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さらに、Ｅ・Ｌ・クアランテリは「パニックの性格に関しては広範な同意が得られていないにも関わらず、極度の
ストレス状況においてさえパニックは、頻繁に起こりもしないし、大規模なかたちで生起することもないという点について、ひろく一致が見られることは興味深い。この とは、災害状況一般や火災についての研究、およびイギリス、カナダ、そしてアメリカにおける現地調査において一貫して報告されてきた。実際、パニックに関 研究者の大多数は、緊急事態においてはパニック行動がひろく見られると仮定することは、経験的なデータによって裏打ちされない大きな神話である。 」 （Ｅ・Ｌ・クアランテリ〈小林弘和訳〉 「火災時のパニック行動」秋元律郎編『災害と社会体系』早稲田 学社会科学研究所・研究シリーズ
17 昭和五十九年三月三十一日
 二四六頁）と、指摘している。
　
一般に、災害は
①
 当該の社会システムを破壊し、
②（程度の差こそあれ）個人を取り巻く社会関係を消滅させ、③
 その個人的資産を奪い去るもの
として捉えられている。　
とくに、地震や急激に接近するトルネードのような突発型災害は、 「個人のパーソナリティ構造」はもとより、同
時に当該社会（地域）の「社会構造」を破壊することがあるからである。　
しかしながら、米国の災害（の社会学的・心理学的）研究がこれまで積み重ねてきた知見によれば、災害（の衝撃）
に対する人びと（公衆）の反応が非建設的で反社会的である いった捉え方（ 「仮説」 ）は、社会学理論にそぐわないばかりか、災害状況の下で観察される人間行動とも一致していない。
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日本における「災害社会学」のパイオニア的存在である早稲田大学教授（元・日本社会学会会長）秋元律郎（故人）
は、災害及び災害社会学（
Sociology of D
isasters ）を次のように定義している。
災害とは、平常時に機能している社会システムに突発的な損傷や破壊が与えられた結果生じる好ましくない急激な変化を指し、一般には地震や台風などの自然災害（
N
atural D
isaster ） 、戦争や暴動などの人為的災害
（
M
sn-M
ade D
isaster ）及び原発事故などの技術的災害が含まれるが、
災害社会学はこれらの危機的な変化に
かかわる緊急社会システム、危機状況下の組織対応、情報伝達、個人や集団の対応行動、集合ストレス、あるいは災害（下位）文化（
D
isaster Sub
‐
C
ulture
または
 D
isaster C
ulture ）等の領域を対象とした研究分野を
いう。
（秋元律郎「災害社会学」濱嶋朗、竹内郁朗、石川晃弘編『社会学小辞典』 （新版増補版）
　
有斐閣、
二〇〇五年五月十日新版増補第
1冊発行、二〇五頁
 参照。英語表記及び強調の箇所は田中による） 。
　
一般に、台風、地震、津波、伝染病・疫病など特定の災害（因）の脅威や甚大な被害（の影響）を被った地域にお
いて、個人、組織、さらに地域社会全体における災害経験の「共有」に基づき、人々の間に災害時に向けたある種の「規範」や「対応策」等
―
つまり、災害に対する「言い伝え」や地域特有の建築様式・基準等を含め様々な有形・
無形の災害文化
―
が培われる場合がある。例えば、 「過去の地震災害に対する集合的記憶」や「地震対応」の典型
的事例として、日本海中部地震発生時（昭和五十八年〈一九八三年〉五月二十六日）において、秋田県男鹿半島（男鹿市戸賀浜塩谷地区）住民の間で広くと れた「地震の時は浜に逃げる」とか、 「地震の時には、浜は地割れが小さいので安全である」といった行動規範や対応（ 「言い伝え」 ）などが挙げられる。 （田中伯知『災害と社会構造』芦書房、一九九八年三月） 。また 東北地方・太平洋沖地震の研究において、伝統的に三陸沿岸住民の間で言い伝えられてき
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た「津波てんでんこ」等が注目される。　
さらに、社会学的視点をもとにＷ・Ｈ・フォームとＣ・Ｐ・ローウィーは（秋元律郎が挙げる前述の） 「緊急社会
システム」 、 「危機状況下の組織対応」の研究分野に関わる重要な課題（ 「争点」 ）として、 以下の４点を挙げている（田中伯知『自然災害に対する自衛隊等の組織的対応の比較分析
―
阪神・淡路大震災、新潟県中越地震、中国・四川大
地震等を事例に
―
』　
早稲田大学総合研究機構災害研究所報告書、平成二十二年二月十一日
　
参照） 。
　　　
①
 どのような方法で、既存の社会システムは災害状況（災害の「衝撃」の結果）に適応するのか
　　
②
 いかにして、緊急状況に適応する新たな社会システム（ 「緊急社会システム」 が生起
　　
③
 どのよう 従前の社会システムならびに緊急社会システムは災害の脅威に対処（対応）
　　
④
  いかにして、発災時・発災後に出現する新たな社会システム（ 「緊急社会システム」 ）に して生活組織を適応させる か
　
したがって、災害の社会学的研究では災害時において
 ①
 災害因（
D
isaster A
gents
）が生み出す
 ②
 一連の社
会変動のプロセスを時系列的に説明し、そしてその理論化を押し進めるために、 「緊急社会システム」 （
Em
ergency 
S
ocial S
ystem
）の枠組が提示される。この「緊急社会システム」の枠組を社会学的視点から概念化し、 その「働き」
（機能）を実証的に検証することが領域社会学・部門別社会学としての「災害の社会学的分析」 （ 「災害社会学」 ）にとっての至高の目標と言ってよい。また、筆者が提唱する災害の衝撃期に分析の焦点を置く「危機管理の社会学」
（
S
o-
ciology of Em
ergency M
anagem
ent ） においても然りである。とくに、 災害の衝撃期において 「組織的対応」 （ 「組
織対応」 ）の「主力」 なる自衛隊の応急救援活動のあり方は
―
阪神・淡路大震災の事例からも分かるように
―
、
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その後の「緊急社会システム」のあり方を始め、警察、消防、行政、医療組織、運輸・輸送等の救援組織・機関の「組織的対応」や 組織間対応」 、さらに諸個人のボランティア活動等を大きく左右し、犠牲者を含む「被害」や「救助・救援」の在り方に決定的影響を及ぼす。
（田中伯知『陸上自衛隊の災害派遣の社会学的分析
―
東北地方・太平洋沖
地震及び熊本地震を中心に、安全保障のグローバリゼーショ と「立正安国論」の現代的・学術的意義
―
』早稲田
大学危機管理研究会
 平成二十九年八月十六日
 全二五一頁
 参照） 。
　
この点に関して、秋元律郎は災害の各段階を時系列に分類し、その中で「緊急社会システム」の概念的説明を以下
のように行っている。
災害の時系列な過程には、前災害期、衝撃期、救助・救援期、復旧・復興期が含まれるが、緊急社会システムは、この衝撃期から復旧期の段階で観察される一時的な緊張処理体系を指す。ここでは急激な変化によって、システムの諸資源の配分・統合を秩序づける平常時のシステムが解体し、これを再統合していくために統合組織を中心として緊急的な組織連関（ 「組織間対応」 ）のネットワークが形成されるが、やがて諸組織間の調整を果たして、復旧期に役割を完了することになる。 （秋元律郎「緊急社会システム」濱嶋朗ほか編『社会学小辞典』 （新版増補版）
 一二八頁参照、強調は田中による） （表２） 。
　
要約すれば、災害時において、 「衝撃期」から「復旧期」の段階で立ち上がる一時的な緊張処理体系（ 「緊急社会シ
ステム」 ）の中で「観察」される、人間社会の対応行動の「規則性 （ 「一般性」 ）を導き出 ことこそが「危機管理の社会学」 （
S
ociology of Em
ergency m
anagem
ent ）の要点の一つであり、至高の研究課題である。
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因みに、米国の社会学者Ｒ・Ｈ・ターナーの人間の行為に関する理論的分析枠組み（ 「役割葛藤」 ）は、災害時の人々
の「対応行動」を説明する上で重要な視点を提示している。Ｒ・Ｈ・ターナーはシカゴ学派の伝統を継承する社会学者で、主に集合行動論、災害社会学（災害の社会学的分析） 、理論社会学などの領域で多くの業績を残した。理論会学の分野では、 「象徴的相互作用論」を重 する立場から役割理論を展開した。一般に、 「人の社会的行動とそのパターンを役割として捉えると、この行動を構成する諸要素間に矛盾・対立がある結果として、行為者（間）に心理的緊張が生じる場合、ないしは役割がスムーズに遂行されず、システムの機能が十分に果 されない状態を役割葛藤という。 」 （石原邦雄「役割葛藤」盛岡清美・塩原勉・本間康平編集代表『新社会学辞典』有斐閣 一九九三年二月十日、一四三〇頁） 。　
東北地方・太平洋沖地震（ 「大津波」 ）の「衝撃期」の段階で、夫や妻さらに親としての責任や役割をすべて投げ出
し、被災者の対応に当った応急救援部隊・隊員は、 （既述の） 『服務 宣誓』 （ 「……事に臨んでは危険を顧みず、身をもって責務の完遂に努め、 もつて国民の負託にこたえる……」 ）に充分に応えたのである。災害時の組織や個人の「対応行動」の精緻な分析を綴る上で、自衛隊 活動は極めて貴重な事例・証拠である。　
米国の災害研究に携わる社会学者を始め社会科学者の多くは、災害時における人間や集団の行動を分析することに
より、①
 
災害時の人間現象に社会学、文化人類学を始め既存の社会科学における体系化された諸概念を適用し、②
 
現行の社会科学において用いられる作業概念の敷衍と再検証とを試みている。こ 意味で、災害研究にきわめて学際的視点が求められているのが分かる。しかしな ら、災害の社会学的研究を含め災害研究全体において使用される方法論や分析手法、技術さらにその基本的論理構造自体、社会科学一般のそれと共通したも あることを確認しておく必要がある。したがって、現在 段階では、災害の社会科学的研究（そして災害の「社会学的研究」 ） 方法と呼べる特殊な戦略や独自なテクニックが存在しているわけではない。 （田中伯知 Ｓ・アルバーツ・米国防総省長官補
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佐官官房、研究・戦略計画担当国防次官補『災害と軍事革命
―
危機管理の論理
―
』自由社、平成一七年〈二〇〇五
年〉一月三一日
 参照） 。
　
災害に関する多くの研究は
―
米国の社会学者、アレン・Ｈ・バートンの言質によれば
―
、 「他の社会科学の調
査とまったく同じ次元の上に位置づけられる。それは、個人に焦点を置くか集合体に焦点を置くかによって、また記述的あるいは分析的目的のため 、質的方法を使うか量的方法をとるかなどによって位置づけられる。初期の災害研究のほとんどは質的記述的なも であった。そして、あるものは の反応に集中しており、他のものは主としてグループとか組織とかコミュニティ ような集合体の行動を取り扱っていた。また、それらのデータ収集が体系的でないため、……ある特殊な英雄的行為、ある組織的行為 成功 いはヒステリー傾向、大衆パニック、組織解体などを報告する傾向があった。……しかし 別の見方をすれば、これらの報告は災害時におこる個人や集合体の多様な行動を記しており、 そうした行動を識別分類す とい 点で有益で った。実際、 こうした注意深さと繊細さ もった探究的研究がなかったとすれば、これに続く研究 歩みは、お く生産的であり得なかっ であろう。 」 （アレン・Ｈ・バートン、秋元律郎・安倍北夫・島田一男ほか監訳『災害の行動科学』学陽書房、昭和四十九年十一月、四十九～五〇頁
 参照） 。
　
言わば（あるいは別の見方からは） 、広く人間科学的視点を含んで、災害時における個人や組織等の集合体の行動
を捉えようとするならば、①
 
それら個人や組織の「対応」 （ 「対処」 ）を「因果的説明」の観点から記述し、さらに
 
②
 そのような「対応」 （ 「行動」 ）の規定要因（ 「歴史的・社会的背景」 ）を体系的に記録することによって、より精緻
な記述的調査・分析を導き出すことが出来ると言えよ 。今日、災害の社会学的・心理学 研究の多くは、 「記述と分析をいろいろと混合しながら、……人びとや組織の「対応につ ての質 事例研究」を行っている 。 （アレン・Ｈ・バートン、五十三頁
 参照） 。
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災害の社会学的研究が多少とも社会科学や行動科学の理論を基にして実証的分析に乗り出すのは、両大戦間の時期
である。例えば、第二次大戦を契機に米国ではドイツや日本の諸都市に対する戦略爆撃の「効果」を問う「戦略爆撃研究」を始め、災害の脅威に対する個人の「反応」 （ 「対応」 ）に関する研究が盛んに行われた。中でも、先のドイツや日本の諸都市に対する爆撃を通して引き出された個人 労働者）の心理的反応や行動の分析は、災害時における人間行動を捉える上で多くの有意義な示唆や発見（ 知見 ）をもたらした（早稲田大学文学部社会学専修秋元研究室・災害研究グループ、秋元律郎、浦野正樹、臼井恒夫、吉瀬雄一、田中伯知「アメリカにおける災害の 研究
―
文献とその史的分析
―
」 『社会学年誌』第二十三号
 昭和五十七年三月
 参照） 。
　
こうした一連の研究の成果は、 「アメリカ戦略爆撃調査報告」として纏められた。この研究を通して、災害研究の
分析に有益な多く 事例やデータ等が獲得されたが、そこでの主な関心は
―
爆撃（空爆）の「脅威」が、都市の構
造や機能 どのような影響を及ぼしたかといった分析とは別に、相手国国民（ドイツ国民や日本国民）の志気にどのような心理的影響を及ぼしていたかという
―
ごく限定された範囲内の問題にとどまっていた。
　
因みに、米陸海軍の合同機関であった戦略爆撃調査団の主要な目的は、大戦中のドイツ、日本の諸都市への爆撃の
効果や、戦争災害に関する調査研究にあった。日本に関する報告は、 「太平洋戦争」 （ 〇八報告書 として『アメリカ戦略爆撃調査』報告の一部を構成している。同調査団の日本での主な活動は （米 と米国民に向けた「歴史の資糧」を得るため）日本の武官（軍人） 、文官及び産業人七〇〇名以上に証言を求め さらに多数の文書を接収しそれ翻訳に努めることにあった。因み 、米国戦略爆撃調査団の航空機部は 次のように、大戦中における日本の工場配置や交通体系の基本的矛盾についても言及している。 （田中伯知 「新聞論調にみられる 史観」 『コミュニケーションと情報』芦書房、一九九六年五月
 参照） 。
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「名古屋の三菱重工では、大戦中においても完成機体を胴体と翼に分解したうえで牛車（馬は暴走の危険があるので、牛でなければならない）に載せ、約五〇キロ離れた岐阜県加務原飛行場にちょうちんを連ねて一晩かけて輸送していたのである。道路を舗装して自動車輸送に切りかえればわずか二～三時間余りの道のりである。日本の総力戦体制とは、 航空機輸送の大動脈でさえ舗装できないものであった。 」 （山田朗「太平洋戦争白書
 解説」 『米
国戦略爆撃調査団
 太平洋戦争白書』第一巻）
　
つまり、日本が国内の生産構造を何等総力戦に見合ったものとして再編できないまま世界戦争へ突入している事情
に触れている。言い換えれば、日本側における対米戦争突入段階での悲壮な決断を汲み取ることができるのである。　
さらに、米国では「戦略爆撃調査」とは別に、 『第二次世界大戦におけるアメリカ海軍作戦史』全一四巻（著名な
歴史学者として知られるハーバート大学教授サミュエル・エリオット・モリソン〈
M
orison
 Sam
uel E
liot 〉による
分析記録）の刊行に見 ように、先の大戦を米国民の重要な歴史的遺産として捉え、戦争の経緯やその歴史的意義に関して詳細な分析を残している（田中伯知『コミュニケーションと情報』芦書房
 一九九六年五月
 参照） 。
　
一般に、太平洋戦争の学術的分析や研究に関する日米両国の研究者の対応には（とくに、自国の立場・視点に立っ
て考察を行うといった側面では） 、 積極性の点で大きな格差が見られる。 災害の検証や研究に関するこのような 「姿勢」の違いは、戦後の世界秩序（国際社会）における日米両国の其々の政治的立場や評価とが深く関わっている。　
他方、中国人民解放軍の近代化と海洋（世界）進出、さらにその強大な核戦力の脅威を受け、日米同盟を基軸とし
たこれまでの東アジアの政治構造（ ）が大きく変わろうとしている。習近平は中国の強国戦略
―
二〇二五年に
向け 発展のシナリオ
―
を描き、 「中華民族の偉大な復興という中国の夢」に向かって、中国共産党は既存の国際
秩序に対する挑戦を積極的に繰り広げ いる（田中伯 「いざ、東北沿岸へ
―
自衛隊岩手地方協力本部・本部長と
―109―
共に、自衛隊かく闘えり（その７） 」 『早稲田大学高等学院・研究年誌』第六十三号
 平成三十一年三月
 参照） 。
　
言わば、関係各国を中心に東アジアにおける政治秩序の在り方（再構成）が模索されているのである。幕末以来続
く、日本近代化（自立と発展の道）の成否を懸けた積極的な施策が求められる所以である。 「戦争（災害） 」 （戦争史観を含む）の研究領域においても、然りである。そのため、日本自身が戦後の政治枠組み（秩序）から積極的に脱却し、同時に
―
これまでの自虐的な日中戦争（ 「一五年戦争」 ）を軸とした戦争史観に替わって
―
少なくとも、具体
的には
 
①
 
日露戦争の「勝利」を契機に生じた日米両国の其々の政治的、経済的、軍事的要件の「変容」ならびに、
それに伴って生じた
 ②
 日米両国間の国益の対立とに主眼（焦点）を置いた、日本の主体的な（そして日本国民の歴
史の資糧となる） 「戦争史観」 （大東亜戦争史観）を明示する必要に迫られている。　
まさに、日本を取り巻く歴史は一〇〇年前の大清帝国（中国）の軍事的脅威を受けた時代に戻ったのである。
　
この点で、米国の外交、戦略分野の「大御所」とされるポール・ニッツ（
Paul N
itzes ）の日米戦争の原因につい
ての見解は、興味深い視点を提示している。また、終戦直後、ポール・ニッツは米国戦略爆撃調査団副団長の一人として来日した経験を持っている。
米国の国益と日本の国益の衝突の結果が日米戦争であり、米国の国益追求は道義的に善で、日本のそれは悪だと断じる倫理的判断を下すことはできないとする考え方には、私も一理あると思う。……日本の軍国主義ということも一貫して非難されるが、日本 長い歴史では軍国主義が本当に支配的だった時期はごく短いというのも事実であろう。 （ 『産経新聞』平成四年〈一九九二年〉八月一六日） 。
　
こうした事例が示すように、米国における災害の社会学的研究の伝統は決して新しいものではない。また、冷戦期
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には
―
Ｅ・Ｌ・クワランティリらが行ったオハイオ州立大学災害研究センター等の研究を通して
―
核攻撃の脅威
に対する有効な組織論的対応のあり方が模索された。　
しかしながら、戦後、災害研究が注意深い観察や面接を通して導き出した主要な成果（ 「貢献」 ）の一つは、個人の
パニック（的反応）などに代表される、従前からひろく一般に抱かれてきたステレオタイプ的反応に対して疑念を提示したことである。それは、また（ 「個人の行為」と「社会秩序の形成」との課題に焦点を置く）社会学者の災害時における人間社会の対応に対する興味や関心の高まりを表していた。別の表現を借りれば、 地震や津波さらに伝染病・疫病といった災害は、 自然の脅威と人間社会（言わば、 人間性や人間の行為の「表出」 ）との境界線上で起こる「現象」であるこ を示している。単純に言うと、災害は我々 日常生活の延長線上で起こる一種 出来事（現象）として定義できる。　
浦河沖地震（昭和五十七年〈一九八二年〉三月二十一日） 、日本海中部地震（昭和五十八年〈一九八三年〉五月
二十六日） 、阪神・淡路大震 （平成七年〈一九九五年〉一月十七日） 、新潟県中越地震（平 十六年〈二〇〇四年〉一〇月二十三日） 、 東北地方・太平洋沖地震 （平成二十三年 〈二〇一一年〉 三月十 日） 、 熊本地震 （平成二十八年 〈二〇一六年〉四月十四日及び十六日）等の調査分析においては、主に
 
①
 
個人や組織の「災害対応」 （ 「対処」 ）を規定した地
勢学的・歴史的・政治的要因等の抽出とその影響と結果、また
 ②
 地域住民の災害対応行動を規定する災害文化の形
成と変容過程の分析等にあたった。とくに、筆者独特の研究として ①
 
日本海中部地震発生時において、秋田県
男鹿半島（男鹿市戸賀浜塩谷地区 住民 津波対応行動を規定した「災害文化」の形成と変容過程の分析、そして
 
②
 戦後、自衛隊の「災害派遣」 （ 「運用」 ）のあり方を規定した地域の政治的要因等の分析が挙げられる。特に、男鹿
市戸賀浜塩谷地区住民の津波対応行動に現れている「規則性」に焦点をあてた研究では、方法論的には ①
 
男鹿半
島の地勢学的条件（特徴） 、 条件（なかでも、一九三九年五月一日に発生した「男鹿震災」 ）が住民 地震・津
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波に対する知識（災害観、災害対応）の形成と変動に与えた影響を明らかにし、②
 
過去の災害体験が日本海中部地
震発災時において地域全体にどのようなかたちで影響を及ぼし かを検証した。①
 
このように地域の「災害文化」
の形成と変容の歴史的プロセスを経験的・具体的に考察し、住民の災害観を始め地震・津波への対応行動の歴史的変遷を取り扱った「事例研究」 、及び
 
②
 
災害の〈衝撃期〉における自衛隊の「組織的対応」 、 「組織間対応」に関する
社会学的分析、 すなわち自衛隊の積極的運用を肯定的に捉え、 防衛省自衛隊 始め派遣部隊のデータや記録を取り扱った社会学的研究は他には皆無である。 （とくに、田中伯知『災害 自衛隊』芦書房、一九九八年三月、及び同『災害と社会構造』芦書房、一九九八年三月、田中伯知 Ｓ・アルバーツ、米国 総 長官補佐官・戦略計画担当国防次官補『災害と軍事革命
―
危機管理の論理
―
』自由社、平成一七年一月
 
参照。また、上記の三冊の「災害社会学」
に関する実証的・理論的視点に立った研究報告書は も 早稲田大学 出版助成 受けて刊行された）
 
　
また、本稿で言う「危機管理の社会学」 （
Sociology of E
m
ergency M
anagem
ent ）を規定する条件とは、以下
のものである。
①
  主に、米国における自然災害、伝染病・疫病、恐慌、社会的騒擾、暴動、テロ、奇襲攻撃、対立・紛争、戦争等の危機的状況下における「対応」のあり方を探る災害の社会学的研究（ 「災害社会学」 〈
D
isaster Sociol- 
ogy
〉 ）及び、広く災害の社会科学的研究において使用される手法や理論（とくに、一定範囲の社会的データ
に適応可能な中範囲理論〉 ）を援用し、
②
  おも 、災害の「衝撃期」 、 「被害の査定期」 、 「救助期」 、 「救援期」 、すなわち〈衝撃〉後の人間社会の「対応」（R
esponses ）の実相・実態を体系的に分析する。
③
  言い換えれば、 「衝撃期」の（危機的状況の）段階に現れる人間性の実相（実態）やその意味、及び人間活動
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の規則性（ 「準拠図式」 ）を綿密に観察し、社会学的分析と考察を加えるともに、
④
  災害因（
D
isaster A
gent ）が生み出す社会システムの急激な崩壊（または、その機能の解体）の過程（プロ
セス）とそこに見られる規則性とを導き出し、当該システムに潜む亀裂や欠陥等の「問題」を明らかにすると同時に、その具体的対応の検討を行う。
⑤
  したがって、領域社会学・部門別社会学 しての「危機管理の社会学」 （
Sociology of E
m
ergency M
an- 
agem
ent ）においては、災害の「衝撃期」の段階で、救援の主力となる「自己完結性」を備えた軍事型組織
の対応のあり方が分析の要点となる。つまり、わが国においては自衛隊の「組織的対応」 、及び自衛隊と他の防災関連機関・組織との「組織間対応」のあり方が取り上げられる。
⑥
  以上の作業を通して、主に、領域社会 は、
 社会（システム）
の危機的な変化 生起する 緊急社会システム」の様態（在り方） 、さらに危機状況下における自衛隊の「組織的対応」及び（自衛隊と各関連機関・組織との） 「組織間対応」を始め、
 個人や集団・集合体の対応
行動等を対象とした研究を行う。
　
第２節
　　　
―
阪神・淡路大震災、自衛隊の迅速な初動対処、政府・村山社会党政権の稚拙な対応
―
　
わが国では、実証的観点に立脚して「災害社会学」 （
D
isaster S
ociology
）を始め、災害の社会科学的視点・立
場から、 〈衝撃期〉における自衛隊の組織的対応、組織間対応を取り扱った研究は「皆無」といってよい。この状況
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こそが、災害時（とくに「衝撃期」の段階）で見られる（既存の社会システムにおける意思決定の構造とプロセスの「再生」を目的とした
） 「緊急社会システム」 （
「一時的な緊張処理体系」 ）の「構造」と「機能」に必須な防衛省・自
衛隊、あるいは他の救援機関・組織、さらには国家（単位）における一時的な意思決定の構造とプロセスを検証する（広い意味での社会科学的手法を含んだ）実践的な「社会学研究」の確立が急がれる所以である。同時に、 この事実（状況）こそが、筆者が、領域社会学・部門別社会学としての「危機管理の社会学」 （
S
ociology of Em
ergency M
an- 
agem
ent ）の「確立」を唱える根拠である。一般に、 「災害」は、安定した社会システムの下では決して見ること
の出来ない人間の行為を映し出す。元来、自然の脅威は非社会的なものである。しかし、実際には「自然災害」として考えられる事象は、多くの政治的・経済的・社会的・環境的要件と 相互作用の「結果」 （ 「所産」 ）として捉えられる。したがって、 「危機管理の社会学」がもっとも必要とする要件 、社会学的観点にたって
―
災害に対する人
間社会の反応〈対応〉をあらわす事例の中で
―
、主に災害の〈衝撃期〉における個人の「対応」 （行動）の分析を
含め、応急救援部隊、他の災害対応組織・機関等における「組織的対応」 、 「組織間対応」 、及びそこでの意思決定の「構造」 （またはその「変容」のプロセス）を綿密に観察し（捉え） 、精緻な分析を行うことにある。　
阪神・淡路大震災の直後、自衛隊の積極的運用を批判的に捉える諸研究がおこなわれたが、それらに共通する特徴
は、戦前の「軍国主義」に対する批判 一環として「自衛隊」それ自体を批判の対象としている点にある。例えば、関西学院大学名誉教授・黒田展之 論文 如くである。　
黒田の主張の骨子は、 「大震災が起きた時に、政治や国家がどう対応したか。関東大震災（一九二二〈大正一二〉
年九月一日）と阪神大震災 一九九五〈平成七〉年 月一七日）における国家（政治）の危機管理の対応 あり方を、戦前・戦後の国家の非常法制の違いを念頭において比較検証し 以下、震災時における民衆のさまざまな対応 反応を分析する外枠・前提 し、本編全体の序章とした 。 」 部分にある。 （黒田展之「大震災と危機管理
―
その時、
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政治は何をし、何をしなかったか
―
」黒田展之・津金澤聰廣『震災の社会学
―
阪神・淡路大震災と民衆意識
―
』
世界思想社、一九九九年十一月二〇日
 三頁） 。
　
さらに、黒田は、 「戦前日本の国家の危機管理は、明治憲法のもとでの天皇の大権事項に基礎づけられていた。す
なわち、対外・戦争に対しては統帥大権、軍制大権が、また内国・治安維持に備えては戒厳大権、非常大権が、それぞれ対応し 規定されていた。これにたいして、戦後日本の国家の危機管理は、当時、日本は連合国の占領下におかれていたこともあって、軍制、戒厳をふくめて非常法 皆無の状態であった。戦後日本の法体系 、基本的に「日本国憲法」 （一九四六年一一月三日公布 一九四七年五月三日施行）に規定されている。……長谷川正安は戦後日本の国家の機構上の特徴を要約し 次のごとく述べている。 『 本の三権分立の一つ特色は、戦争はもちろん戒厳とか非常事態を予期せず、したがって、君主・大統領という三権の統合機関をもたないということです。これは、日本の三権分立が徹底した【分立】制となる理由であり、三権のどれが事実上優越するかは、憲法の運用過程での力関係にまかされるという理由にもなります』 。これは要するに、日本国憲法を基本とする戦後法制は、国家の危機管理のための非常法制（軍制・戒厳）を一切もたない、平和国家の理念（三権分立 戦争放棄、基本的人権尊重）にたった体系であった。しかし、この 体系のも に た日本は 五〇 代後半期以降、朝鮮 争の勃発と冷 構造の対立、激化という国際環境の変化のなかで、講和・独立を実現 ととも 日米安保体 の併存・協調を国際的な基調とすることになる こう た新しい国際的 国内的条件のなかで、新憲法の〝鬼っ子〟である自衛隊が創設された。
自衛隊はその後、 「極東の平和」維持・危機管理の担い手としての役割を果たすとともに、
その社会的「認知」
にむけて活発な災害救助活動を展開する。
 さらに、社会党の政権担当と自衛隊合憲論への歴史的転換によって、非常
事態 お る自衛隊の出動・自衛隊の海外協力派遣が現実の問題になるととも そのための法的根拠をめぐ 評価・論争がますます盛んに ってきている。 家の危機管 と自衛隊 災害救助活動が相まって問われる大災害が
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一九九五年一月一七日の払暁に突発したのは、まさにこの時であった。 」 （黒田展之「大震災と危機管理
―
その時、
政治は何をし、何をしなかったか
―
」７～８頁。傍線は田中による。 ）
　
黒田の趣旨は、 関東大震災（一九二二〈大正一二〉年九月一日午前一一時五八分四四秒）における行政戒厳の発令・
実施の経緯を通して、九月三日、東京府・神奈川県全域が戒厳地域として宣告され、関東戒厳司令部の特設に伴い、関東戒厳令司令官に軍事参議官大将福田雅太郎が輔職された例を取り上げ、 関東大震災における一連の戒厳の実行 （いわゆる行政戒厳）は、治安維持のため自警団の組織化、官憲による作為の流言蜚語、 『不逞鮮人』 ・社会主義者……の検挙・虐殺等々に繫がる 「自己規制力をもたない危機管理の悪しき先例であった。 」という点にあ （黒田展之「大震災と危機管理
―
その時、政治は何をし、何をしなかったか
―
」十三～十四頁参照） 。
　
さらに、黒田は、一九九五年（平成七年）一月一七日午前五時四十六分に発生した兵庫県南部地震（ 「阪神・淡路
大震災」 ）を事例に、 等の防災関連機関・組織の対応について、①「政治、行政は何をしたのか、しなかったのか」（ 『朝日新聞』
 阪神大震災特集、一九九五年二月一七日）及び、②「危機管理・政府はどう動いたか」 （ＮＨＫスペシャ
ル・シリーズ
 阪神大震災〈３〉 、一九九五年四月二十八日）の報道内容を基にして、次のように批判している。
……震災当日（一月一七日）の（マスコミ報道の）記録を整理してみると、まず気のつくことは、災害時において、自衛隊のもっている危機管理能力の潜在的な大きさと、これを有効に引き出し得ない政府、自治体（行政）の対応の鈍さ、無力さであ 。もしも（それらが）有効に機能していたら、事態（ 「結果」 ）は大きく変わっていたのでは、と思うのは私だけではなかろう。 （原文のママ） （黒田展之「大震災と危機管理
―
その時、政治は何
をし、何をしなかったか
―
」一九頁。ただし、傍線及びかっこの中の加筆は田中による。 ）
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以上の視点と主張をもとに、黒田は、ＮＨＫスペシャルの番組内容（ 「危機管理・政府はどう動いたか」
）に準拠し
て、以下の三点の問題（ 「争点」 ）を挙げている。 （黒田展之「大震災と危機管理
―
その時、政治は何をし、何をし
なかったか
―
」一九頁） 。
①
  危機管理情報の伝達・集約システムの問題
―
総理官邸に阪神大震災発生の情報が届いたのは、早くみても
七時三〇分。なぜ一時間四十四分以上もかかったのか。
②
  自衛隊の出動の問題
―
自衛隊が本格的な災害派遣に出動したのは、午前一〇時一五分、地震発生から実に
四時間半。なぜ、こんに遅れたのか。
③
  政府の危機管理能力の問題
―
何より重要な政治のリーダーシップはどのように発揮されたのか、 されなかっ
たのか。
　（黒田が挙げる）先の三つの争点の中で、とくに
 
②
 
の「自衛隊の出動の問題」は、従前から、早稲田大学危機管
理研究会（代表・田中伯知）及び、早稲田大学アジア太平洋研究センター・危機管理部会（主任・田中伯知）が 争点」としてきた研究領域・課題であり 同研究会は、災害時、とくに「衝撃期」における自衛隊の初動対処（ 「組織的対応 、 「組織間対応」 ）の在り方を「災害社会学」の視点を基に（現在においても 分析を重ねている。その成果の一端を基に、黒田の提起した「自衛隊の出動の問題」を再考していきたい。　
例えば、拙著『災害と自衛隊
―
危機管理の論理
―
』 （芦書房、一九九八年一月一七日）では、災害社会学の理
論的視点、枠組み、及び手法に則り、とくに阪神・淡路大震災の「衝撃期」にお てとられた応急救援部隊（自衛隊）の救助・救援活動の在り方を規定した（に影響を及ぼした）諸条件 抽出 、この作業を基に、 （ 「衝撃期」における
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自衛隊の「組織的対応」 、 「組織間対応」と、①
 
住民の非合理的災害観（ 「関西には地震がない」 ） 、②
 
地震災害に対
する知識や関心の欠如、③
 こうした背景から生じる地域社会における災害文化（
D
isaster C
ulture
）の欠如や消滅、
④
 事前対応の水準、⑤
 人的・物的資源の利用可能性、⑥
 地域の政治的条件（ 「利益集団の活動と『利害の表出』 」 「イ
デオロギー及び政治的志向性」 「現体制化における議会の勢力分布」 「自衛隊に対する批判勢力の活動」 「自衛隊アレルギーという政治的要因」等） 、といった一連の政治的、経済的、社会的、文化的・環境的諸条件との関連性（ 「関係」 ）を捉えている。　
一般に、どの国でも軍隊は「①
 その自己完結性、②
 陸海空の機動展開能力、③
 訓練及び経験、④
 装備資器財の
保有、などの理由から災害対応の主力である。 」 （佐々淳行「内閣の危機管理委で」 『朝日新聞』平成七年二月九日、参照） 。さらに、⑤
 災害時における軍隊（ 「軍事型組織」 ）の「保安・警備機能（能力） 」 （
Security Function
）の重
要性が挙げられる。　
しかし、わが国では、かつて「進歩的知識人」と称された一群の知識人（を始め、その周辺の人びと） 、そして一
部のマスメディアや政党
―
所謂、マルクス思想の残滓を映し出す「反体制左派勢力」
―
を中心に、自衛隊（ 「自
衛隊法」 ）を始め、自衛隊・部隊の「運用」を（インプリシットなかたちをとって、つまり暗黙裡に）否定し 批判的に論評する「動き」がある 黒田 主張は、次の通りである。　「自衛隊の出動の問題」に関わる争点は、黒田の「主張」によると、 「戦後国家の危機管理にとって、自衛隊の災害救援出動は、検証を要する重要なテスト ケースであ 阪神大震災におけ その検証が第二の課題（ 「自衛隊が災害救援出動のために、なぜ四時間半以上を要した か」 ）である。 災害派遣について、自衛隊法は 原則として防衛庁長官ないしその指定 る者（方面総監、師団長、駐屯地司令）にたいする都道府県知事の派遣要請が その要件とされている（自衛隊法第八三条第一項 つまり ここではシビリアン・コントロールの原則にしたがって
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部隊が独自に動くことを戒めるとともに、自治体が災害救援の第一次的責任主体である、という前提がとられている。ただし、 『その事態に照らし特に緊急を要し、前項の要請を待ついとまがないと認められ とき』は、防衛庁長官らは知事からの要請を待たずに部隊等を派遣することができる（同二項、いわゆる『自主派遣』 ） 」 。また、防衛庁の施設又 その近傍に災害が発生した場合には、部隊等の長は部隊等を派遣すること できる（同三項） 。
自衛隊の災害
派遣について、神戸大教授棟居快行が『大規模災害になるほど上層部の 決定を必要とす 仕組みとなっている。皮肉なことであるが、被害規模 大きさ 判明してくるにつれ 判断権は現場から上層部へと吸い上げ れ、それに伴い派遣の決断も鈍った模様である』とコメントしているのは興味深い。
」 （黒田展之「大震災と危機管理
―
その時、
政治は何をし、何をしなかったか
―
」二十四～二十五頁。 ）と、している。 （傍線は田中による。 ）
　
しかしながら、
①
  自衛隊のもっている危機管理能力の潜在的な大きさと、これを有効に引き出し得ない政府、自治体（行政）の対応の鈍さ、無力さである。もしも、 （発災時において、自衛隊の危機管理能力が）有効に機能していたら、事態は大きく変わっていたのでは、と思うのは私だけではなかろう。
②
  自衛隊が本格的な災害派遣に出動したのは、午前一〇時十五分、地震発生から実に四時間半。なぜ、こんなにおくれたのか。 （傍線及びかっこの中 加筆は田中による。 ）
③
  （自衛隊法第八三条第一項で）シビリアン・コントロールの原則にしたがって部隊が独自に動くことを戒めるとともに、自治体が災害救援の第一次的責任主体である、という前提がとられ いる。
といった「指摘」の中にこそ、ＮＨＫスペシャルの番組内容（ 「危機管理・政府はどう動いたか」 ）に依拠して（偏っ
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て） 、 結果的に、
自衛隊の応急救援部隊がとった初動の「動き」を批判的に「検証」出来ると考えた黒田の「主張」 （論
文）の限界と誤謬が認められる。具体的には、先の
 ②
 の「自衛隊の出動の問題」に対する批判の中に大きな誤謬が
ある。それは 国家防衛の任に当たる自衛隊（ 「自己完結型組織」 ）の構造とその機能に関する知識の欠如、または認識の欠落が見られることである。　
京都大学教授・佐伯啓思（経済思想史）は、とりわけ戦後の「知識人」を自称・自認する人びとの間に見られる「反
国家思想」 （ 「反日」 ）の傾向について、次のような興味深い分析を示している。 「わたしは、……何度か、戦後日本の知識層を覆う『反国家主義』的傾向について論じてきた。それは、必ずしも『反国家』といったような明瞭な論議の形を提議するわけではない。そうではなく、それは一層もっともらしく、時には現実的な身振りと もに論じられる。例えば、市民論がそれ り、グローバリズム論がもうひとつの代表である。これらの論議は、通常、次のような手続きをとる。それは、まずは、官僚の不手際 批判や日本経済の低迷 いうきわめて具体的 点から始めながら、次の段階で、既成の政治権力の批判 権力の批判へと至り その には、グローバルな、つまり地球的な市民の運動やグローバルな市場経済に対する障害として国家をもちだす。……ここ あるのはインプリシットな 『反国家主義』である。……戦後の我が国の社会科学や社会思想は、 これも暗黙裡に『反国家主義』……を前提としている。ここに戦後の日本における思想的な前 があ 。 」 （佐伯啓思「保守主義にとっ なぜ は重要なのか」 『正論』通巻２９８号
 平成九年六月号
 産経新聞社
 １３０―１３１頁） 。 （因みに、 戦後の日本思想史研究の中で、 仏教、 とくに「正
法」 （ 『法華経』の教え） もとに国家、国民の「安穏」を説く日蓮の思想（ 『立正安国論』 ） マルクス主義無神論の立場から運動を展開する一部の反体制左派勢力（進歩的知識人）によって、 「国家主義」を謳うものと て批判の対象とされた） 。　
さらに、佐伯は、 「 （こうした点から捉えると） 『国家主義』をイデオロギーとして批判する戦後思想もまた、別の
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イデオロギーを内包しているのであり、……（ 『反国家主義』の立場に立つ）リベラル・デモクラシーもまたイデオロギーにほかならない。 」 （佐伯啓思、同）と指摘している。　
因みに、自衛隊法第八三条第一項（ 「災害派遣」 ）には、 「都道府県知事その他政令で定める者は、天災地変その他
の災害に際して、人命又は財産の保護のため必要がある 認める場合には、部隊等の派遣を防衛大臣又はその指定する者に要請することができる。 」 （全文）と記されてい 。因みに、第八三条第一項で言う「その他政令で定める者」とは、海上保安庁長官・管区海上保安部長・空港事務所長を指す。　
言うまでもなく、自衛隊は、国民の「負託」の下、わが国の「安全保障」の責務を担う唯一の軍事型組織（ 「主体」 ）
である。したがって、災害派遣 際して 、第一に、わが国の安全保障上の懸念はもとより、日本全体を取り巻く様々な環境条件を検討し、部隊派遣の「有無」について総合的見地から判断が下されると共に、防衛省首脳部（防衛大臣）から第一線部隊までが同時並行的に（災害派遣の）準備に取り掛かるもので この意思決定の過程において、とくに留意される（考慮される）べき条件とは（所謂） 「部隊 重み」である。言い換えれば、①
 偵察、②
 命令下達、
③兵站の準備など、 運用に必要な「多義」にわたる活動が行われる。こうした「部隊の重 」に耐えながら、地震発生時（ 「衝撃期」 ）に自衛隊がとった迅速な 対処 は、米軍関係者からも大きな「驚嘆の念」をもって受け取られている。　
事実、兵庫県南部地震の発生に伴い、兵庫県伊丹市の陸上自衛隊中部方面（ 「中方」 ）総監部を始め、 「中方」隷下
の各第一線部隊は、すばやい対応をとった（表３） 。大阪府八尾市（八尾飛行場）に駐屯す 陸上自衛隊中部方面航空隊では、山根峯治・１等陸佐（司令）は、 「……午前五時五〇分、官舎 ら部隊の当直に電話して、待機中のヘリ二機を速やかに偵察に出動できるよう準備を命じた。待機ヘリは冬季は降雪を考慮し格納庫 納めてある。格納庫から引き出され、二〇分の暖気運転の後、観測ヘリ一機は七時一四分離陸した。 」 （松島悠佐『阪神大震災
―
自衛隊か
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く戦えり
―
』時事通信社、平成八年六月） 。この時点では、まだ
知事の出動要請が出ていなかったため、 （名目的には） 「訓練の目的」で観測用ヘリコプターを神戸、 淡路島方面の偵察へ向かわせている。それは、突発型地震災害（ 「緊急事態」 ）に対処するため、山根司令は敢えて「法の精神に従い、法 乗り越える」といった選択を行ったのである。同司令の姿勢からは、 「法の尊重 と迅速な「人命救助」の信念とが、深く伝わってくる（平成七年〈一九九五年〉二月一四日、八尾駐屯地にて） 。　
阪神・淡路大震災の「衝撃期」の段階において、山根司令の判断・
指揮のもと被災者の救助・救援に向け、 「中部方面航空隊」のとった迅速な「動き」 （すなわち、 災害派遣」に向けた「偵察 活動に代表される対応）などは、 「部隊の重み」を象徴的に表すものである。　
こじんまりとまとまった八尾駐屯地 一角に、古い瓦屋根を残し
たつつましい建物がある （当時） 。これは旧陸軍二四六戦隊 （航空隊）戦闘指揮所である。今は、広報展示室と っており、そ 中の一〇畳程の小さな一室が顕彰室で 。ここには、同航空隊及び隊員心構えをあらわすがごとく、次の言葉がかかげられてい
「われわれは、戦争の悲惨さや過酷さを認識し、再び戦争の起
表３　陸上自衛隊の初動対処
0546 兵庫県南部地震発生
0555 陸上自衛隊中部方面総監部防衛部長（山下輝男一等陸佐・現陸将補）登庁
0610 陸上自衛隊中部方面総監部第１種勤務（情報収集など）発令
0630 陸上自衛隊中部方面隊第１種勤務発令及び総監部第３種勤務発令
0714 陸上自衛隊中部方面航空隊による淡路島の空中偵察
0735 阪急伊丹駅　人命救助（近傍災害派遣）
0820 西宮市立病院付近　人命救助（近傍災害派遣）
0930 陸上自衛隊第１ヘリコプター団（木更津）ほか、他方面隊からの増援部隊派遣を陸幕に
要請
0932 陸上自衛隊中部方面総監部（調査隊）による航空偵察（神戸・淡路方面）
1035 作戦会議
1110 昼時点における死者 200 名程度
（注） 兵庫県、神戸市などの対応能力の「低さ」とは対象的に、危機管理組織としての自衛隊の
対処能力の高さが明確に読み取れる。
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こらないことをこいねがい、遺影、遺品などを通じて当時を偲ぶとともに、この方々のおかげで現在の日本の平和と繁栄が築かれていることを銘肝すべきであると思います」 。 （原文のママ）
　
地震発生と共に、陸海空自衛隊のとった「初動対応」 （ 「初動態勢」 ）にはめざましいものがあった。例えば、海上
自衛隊の場合、午前八時一一分には、徳島教育航空群でもヘリコプター（Ｓ―
61Ａ）一機を淡路島への航空偵察のた
め発進させている。八時一五分頃には、同機による淡路島方面の上空偵察が開始されている。また、午前八時二五分頃には、小松島航空隊司令により徳島県および淡路島への航空偵察が「指示」された（午前八時五五分 小松島航空隊所属のヘリコプターＨＳＳ―２Ｂ一機が同基地を発進） 。　
さらに、午前八時三〇分、海上幕僚長・福地建夫海将は主要部隊指揮官に対して、電話で災害派遣の準備を「指示」
している。これを受け、呉地方総監・加藤武彦海将は、第三八護衛艦隊所属護衛艦 とかち」 （基準排水量一四七〇トン、定員一六五名）と呉地方隊所属輸送艦「ゆら」 （基準排水量五九〇トン、定員三〇名）に即時待機を下令している（午前八時四五分） 。いずれも、兵庫県知事の「災害派遣要請」が出される以前の対応である。呉地方総監部によると、兵庫県知事の要請が行われたのは、一七日午後七時五〇 である（ 「要請」の具体的経緯については不明。当時の状況から推察するに、神戸港の海上自衛隊阪神基地隊〈司令・仲間徹彌海将補〉の素早い災害「対応 があったと思われ 。これに付随するかたちで 発災直後の「衝撃期」の段階で、何等かのかたちで、 「
同基地隊」を中心
に
海上自衛隊と地元「行政」との間で「連絡」 「調整」がなされたと思われる。現時点では、あくまでの推察の域を
でないが、震災直後から、現地において５年以上にわたっ 行った調査研究の中から導き出した知見である。いずれにせよ、総監部の発表を見 限り 海上自衛隊は発災直後から活発な「派遣」活動に携わっているのが分かる（田中伯知『災害と自衛隊
―
危機管理の論理
―
』芦書房
 平成一〇年〈一九九八年〉一月一七日
 参照） 。
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阪神基地隊司令・仲摩徹彌海将補は、一端、強い地震の揺れが収まるのを待って、すぐさま、 「当直士官」との連
絡をとった。 「当直」からの報告の第一報は、 「艦内水浸し」 （海自の部内用語。基地隊が甚大な被害を被っていることを指す。 ）であった。仲摩司令は、公用車の迎えは無理と判断し、一人徒歩で東灘区の阪神基地隊本部へ向かった。司令は、甚大な被害に驚き、同時に神戸市民救援の「方途」を探っていた。　
本部も甚大な被害の下にあった。液状化で建物の一階部分は水没していた。大阪湾や播磨灘等の警備、監視の任に
就く「阪基」の主要な機能の大部分が破壊されていた。仲摩徹彌海将補は、陸自の姫路駐屯地部隊（第三特科連隊、連隊長・林政夫１等陸佐）の海路での輸送、また艦船の「自己完結性」とそのシンプルな構造上の特徴を生かし、大量の「真水」や救援物資、人員 輸送等を図った。そ ため、基地隊の岸壁や 周辺の「海底」の被害状況 確認を急いだ。護衛艦等の接岸が可能かどうかの判断をする めである 例えば とかち」クラスの護衛艦 も、一度に数百トンもの「真水」 輸送 である 仲摩海将は、かつて統合幕僚会議事務局第４幕僚室長時代に、共に机をならべて勤務した経験のある元・統合幕僚会議事務局第４幕僚室年度班長・林１等陸佐（姫路駐屯地司令兼第３特科連隊長）のことを思い浮かべていた。仲摩徹彌海将補と林政夫１等陸佐の二人は、神戸救援に向けた陸海自衛隊よる事実上の共同運用（広義の統合運用）を模索してい のである（図２） 。
（以上の例は、阪神・淡路大震災「衝撃
期」の段階で、自衛隊が った「初動対応」の一端である。つまり、関西学院大学名誉教授・黒田展之が
―
神戸大
学教授・棟居快行の言質 とって
―
、 「 （部隊派遣の決定は）大規模災害になるほど上層部の派遣決定を必要とする
仕組みとなっている。皮肉なこ であるが、被害規模 大きさが判明してくるにつれ、判断権は現場から上層部へ吸い上げられ、それに伴い派遣も鈍った模様である。 」 （黒田展之「大震災と危機管理
―
その時、政治は何をし、
何をしなかったか
―
」 二十四～二十五頁。傍線とかっこの中の加筆は田中による）といった救援部隊（の「現場」 ）
の事情（ 「偵察」 「命令下達」 「兵站 準備」を含む『部隊の重み』等）を知らない無責任な「憶測」を示したことに
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対する反証である。 ）
。
　
つまり、黒田の「自衛
隊が本格的な災害派遣に出動したのは、午前一〇時一五分、地震発生から実に四時間半。なぜ、こんに遅れたのか。 」 、また「震災当日（一月一七日）の（マスコミ報道の）記録を整理してみると、まず気のつくことは、災害時において、自衛隊のもっている危機管理能力の潜在的な大きさと、これを有効に引き出し得ない政府、自治体（行政）の対応の鈍さ、無力さである。もしも （それらが）有効に機能していたら
図２　陸上自衛隊第３師団の配置
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事態（ 「結果」 ）は大きく変わっていたのでは、と思うのは私だけではなかろう。 」 （黒田展之「大震災と危機管理
―
その時、 政治は何をし、 何をしなか たか
―
」一九頁）といった主張は、 実際には当たらない。黒田が（ 「政府」 、 「行
政」に対する批判的見解の陰で暗黙裡に）設定する真の争点は、 （自衛隊の「災害出動」の在り方にあるのではなく） 、明らかに、政治的意味における『自衛隊』 （の問題）それ自体である。　
しかしながら、①「政治、行政は何をしたのか、しなかったのか」 （ 『朝日新聞』
 阪神大震災特集、一九九五年二月
一七日）及び、② 「危機管理・政府はどう動いた 」 （ＮＨＫスペシャル・シリーズ
 阪神大震災 〈３〉 四
二十八日）に依拠した（に偏った）黒田の「論文」と「手法」には、前述した通り、大きな誤謬と調査手法における問題が指摘できる。敢えて批判すれば、 黒田 手法には
―
研究者として
―
、 其々のメディアがもつ「政治色」 （ 「党
派性や政治性」の問題」 ）
―
つまり、メディア分析では常識ともいる「メディア・フレーム」の「バイアス」
―
に全く配慮が示されていないことが分か 。また、 黒田の指摘にある「自衛隊の出動の問題」に関する「主張」には、自身の調査から導き出された「内容 や 知見」が全く無い。この点こそが、黒田の研究手法における大きな欠陥である。　
それとも、 『朝日新聞』と『ＮＨＫ』の報道「内容」や「主張」には、全く誤謬や偏りが無いということを前提に
しているのであろうか。仮にそうであるならば 『朝日新聞』が長年にわたり、①
 北朝鮮を「地上の楽園」として報
道し続けた「事実」 、さらに
 
②
 
ごく最近において『朝日新聞』自らが
―
世論の強い批判を受け
―
誤りを認めた
ように、 戦時中の済州島 おける女性の「強制連行 （拉致）の「嘘話」 （作り話）等の事例は、 一体、 ど ように「理解」すれば良いのであろうか。　
こうした偏向記事や「嘘話」 （作り話）等は、戦後、日本を取り巻く「冷戦」などの厳しい国際環境を色濃く反映
したものである。言い換えれば、メディアとその 的言論活動が創り出す「虚構」 （歪んだ「疑似環境」 ）を如実に
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象徴するものと言える。　
黒田の（インプリシットなかたちで「党派性」を反映した）実証性に欠く「分析」 、さらに今日の自衛隊の「災害
派遣」の対応と関東大震災時の「戒厳令」の発令とを短絡的に繋げる思考（の様式）などは、戦後一貫して自衛隊の存在それ自体を批判してきた（旧社会党、共産党などの）反体制左派勢力の立場を色濃く投影するものである。　
従来、 （ 「在日」の問題等を抱え）社会党や共産党などの革新政党（ 「反体制左派勢力」 ）の強い阪神地区では、実際
に防災訓練でさえも自衛隊の参加は政治的理由により拒まれ続けてきた。 「関西には地震がない」といった非科学的理由でもって自衛隊の訓練参加が拒まれてきたことは く知ら ている。Ｂ・Ｆ・マクラッキーの指摘を考え と、極めて興味深い事例 ある（図３） 。　
阪神・淡路大震災は 「反体制 的知識人の「スタンス」の中に潜在する矛盾（二律背反性）を暴き出した。つまり、
日常（災害社会学でいう「前災害期」の段階）では、 自衛隊を違憲な存在として批判し、 他方、 震災時（ 「衝撃期」 「被害の査定期」 「救助期」 「救援期」の段階）では、 自衛隊 運用」 、 つまり救助・救援活動の「在り方」をめぐって（ 「部隊の重み」など知りもせずに）何かと問題を作り出 （表２） 。こうした知識人 言論には
―
歴史的には、災害は
人間社会に付随した現象である もか わらず
―
、 行政 （兵庫県や神戸市） 側の地震に対する誤った知識や認識 （ 「関
西には地震がない や「災害文化（
D
isaster culture
）の認識の欠如」 ）に対する批判は全く無い。
　
災害時における自衛隊の積極的運用に「非好意的」な一部の「反体制」的知識人や「マスコミ」の意見・言動に対
して、髙橋俊哉・元陸将補は、現実的視点から次のように反駁してい （令和元年一〇月現在） 。１
　
法制度
①
 国家行政組織法
 （昭和二十三年法律第百二十号）
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図３　災害対応機能の規定要因
統計的変数
　①人口規模
　②都市化
経済的変数
　①GNP
　②国民１人当たりのGNP
　③経済発展の水準
　④社会文化指数
政治的変数
　①西欧化
　②利益集団による利害の表出
　③政治的近代化
　④イデオロギー的志向
　⑤現体制下における議会の勢
力分布
　⑥水平的権力分布
　⑦政治的志向
〔災害対応機能〕
①警報
②緊急準備態勢
③避難行動
④被害状況の査定と
　マッピング
⑤被災者の看護
⑥保安、警備行動
⑦福祉
⑧サービスの緊急復旧
コミュニケーション変数
①人口 1000人当たりの新聞
発行高
②人口 1000人当たりのラジ
オ普及台数
③リテラシ （ー読み書き能力）
政治的変数
　①集権化の程度
〔独立変数〕（社会構造）
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国家行政組織法は、 「この法律は、内閣の統轄の下における行政機関で内閣府以外のもの（以下「国の行政機関」
という。 ）の組織の基準を定め、もつて国の行政事務の能率的な遂行のために必要な国家行政組織を整えることを目的 する 」 （同法第一条）とされており、同法第二条第二項は、 「国の行政機関は、内閣の統轄の下に、その政策について、自ら評価し、企画及び立案を行い、並びに国の行政機関相互の調整を図るとともに その相互の連絡を図り、すべて、一体と て、行政機能を発揮するよう しなければならない。内閣府との政策 ついて 調整及び連絡 も 同様 する。 」としている。いわゆる「省庁間協力（官庁間協力） 」 根拠とされる条文である。　
災害においても、 「すべて、一体として、行政機能を発揮するようにしなければならない」のは当然 あり、特
定省庁を災害現場での人命救助や生活支援などから除外するということは、国家行政組織法の目的に反するといえる。
②
  また、災害対策基本法第二条 二（基本理念）第一項では、 「我が国の自然的特性に鑑み、人口、産業その他 社会経済情勢の変化を踏まえ、災害 発生を常に想定するとともに、災害 生した場合 おける被害の最小化及びその迅速な回復を図ること」とされているが、特定省庁を除外して「被 の最小化及びその迅速な回復」が図れるとは思われ い。　
さらに、同法第三条（国の責務）では、 「国は、前条の基本理念にのっとり 国土並びに国民の生命、身体及び
財産を災害から保護する使命を有す に鑑み、組織及び機能の全て 挙げて防災に関し万全の措置を講ずる責務を有する」としている。　
特定省庁を除外しては「組織及び機能の全てを挙げて」万全の措置を講ずることにはならない。
　
さて、多くの場面で国家行政 法第二条第二項を根拠とした省庁間協力（官庁間協力）が われているが、
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その一例として、平成三〇年九月六日３時
07分に発生した北海道胆振東部地震の際の航空自衛隊の行動を挙げる。
航空自衛隊は、消防庁からの依頼に基づき、九月六日午後７時頃、入間基地から千歳基地までの間、救助工作車２台の輸送、その他関係省庁の職員約三〇名をＣ―２輸送機で輸送しているが、これも省庁間協力（官庁間協力）の一例である。
２
　
防衛省・自衛隊という組織の特性
　
防衛省・自衛隊は、陸上自衛隊、海上自衛隊、航空自衛隊、共同の部隊、共同の機関などから組織されている。
　
この中で、陸上自衛隊を例とすると その使命を 「戦闘に勝利して侵略を排除することを基本としつつ、多岐に
わたる任務を完遂し、もって国民の負託に応えること」としている。陸上自衛隊においては、 「部隊」は任務遂行の主体であり、 「訓練精到にして規律厳正、団結強固にして士気旺盛、あらゆる難局を打開し、その任務を完遂しなければならない」としている。訓練精到にして規律厳正、団結強固にして士気旺盛な部隊だからこそ、極めて凄惨な災害現場においても、あらゆる難局を打開し、与えられた任務を完遂することができるのである。　
また、陸上自衛隊は、自己完結型の組織である。職種（専門分野）は、普通科、特科（野戦特科、高射特科） 、情
報科、輸送科、通信科、化学科、衛生科、施設科、警務科 需品科、会計科など現在
15の職種があり、あらゆる機能
を保持した組織であり、各々の特性 発揮 つつ、各種事態の特性に応じて柔軟 対処することが可能な組織である。この様な組織上の特性を有する自衛隊であるが、民間や他省庁に代替する組織がある は思えない。３
　
自衛隊が保有している装備の特性
　
自衛隊は、多種多様の装備品を保有しており それぞれが有事（戦時）を前提 した性能を有している。ここでは、
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一例として陸上自衛隊の装備のひとつである「３トン半（
73式大型）トラック」を例に挙げ紹介する。市販されてい
るトラックとは全く違う性能、例えば、 「路外機動性」などが要求される自衛隊のトラックについて、ジャーナリストの桜林美佐氏が記事を書いているので紹介したい。　「東日本大震災の時、地震発生後に災害派遣の準備をしていた自衛隊車両を津波が襲い、多くが水没したことは、あの日の象徴的な写真となっている。しかし、そんな中で唯一 いたトラックがあったことは、あまり知られていない。 『３トン半（
73式大型）トラック』が走ってくれています！」
　
その報告に製造元の「いすゞ自動車」の関係者たちに熱いものがこみ上げた。
　
この『３トン半（
73式大型）トラック』は改良が重ねられて現在は８代目。それだけ排ガス規制や騒音規制などの
変化が激しいためだ。目まぐ しく変わる国内法規だけではない、自衛隊車両には一般的には想像もつかないような機能が要求される。それらを全てクリアし、かつ多 の規制 範囲内であると う 組み合わせテクノロジー」の結晶がこの『３トン半（
73式大型）トラック』なのだ。傾斜地での登坂機能は当たり前で、途中で止まったりバックす
ること できなくてはならない。渡河・渡渉に、泥濘地での走行、そう た場合には段差も多くあるため、それらを容易に走破できなくてはならない。　
不整地での走行は、民生用トラックで行うと全く歯が立たない。悪路をゆっくり慎重に走る能力を持つのは簡単な
ことではないのだ。全ての条件を満たすために、民生品の３倍に当たる約６年間の開発・試験期間を要する。　
しかし、これだけなら軍用トラックとして驚くほどではないだろう。日本のものは、この上さらに国内の道路交通
法の下で一般道や高速道路を走れるように なければならないのだ。タイヤの接地圧も定められ、バックミラーや窓の規格、ウインカーの さやサンバイザーの固さに至るまで全てが厳格で、軍仕様として必須 スペック 日本独特の交通行政事情の両方の条件を兼ね備える必 ある。そ ゆえ、見た目は同じだ ら 民生品のトラックをちょっ
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とアレンジすればいいのではないかとか、 海外製品を買って使おうとしても、 この難解な方程式をやってのけるトラックは他に存在しないのである。 」 （
zakzak
ホームページ
 ２０１３年５月
14日付記事） 。
　
以上、一般のトラックとは全く違う軍用「トラック」の能力の一端が理解できよう。
　
この様な能力があるので、一般車両が進出できない災害現場まで進出し、人員の輸送、物資の輸送などを実行でき
るのである。また、陸上自衛隊は、この様なトラックを操縦（運転）するための特別な訓練 実施しており、操縦手に指定され大型トラックを操縦する自衛官は、この特別な操縦訓練を受けた者達であるということも理解しておく必要がある。　
企業や地方公共団体で、防災用として装備（車両）を備蓄し災害時に運用すればよい……などという簡単なもので
はない。４
　
自衛隊の人材育成・教育訓練
　
他国の軍隊と同様に、自衛隊もまた、多く時間を教育訓練に充てる。
　
そして、ほとんどの場合 教育訓練の基準は、有事（戦時）に置い いる。
　
その目標を 簡単に説明すると、疲労困憊し困難で悲惨な状況においても、指揮官は断固「決心」し、その決心に
基づいて隷下部隊に「行動命令」を与え、命令を受けた隊員は万難を排して任務を達成する……この様な指揮官、隊員を育成するにあると言える。　
戦場では、多くの部下が負傷、戦死してもなお、指揮官は断固として決心し、命令を下達し、任務達成に邁進する
ことが要求されるのであり、平素からこの様な状況を想定した訓練を積み上げているからこそ、大規模災害の現場においても、地形・気象を克服しつつ必要により昼夜連続して行動できるのである。最後に「災害の現場にお て、自
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衛隊を派遣すべきではない。 」との意見は、そもそも法律の趣旨に反する疑いがある。　
また、防衛省・自衛隊は、その組織の特性、保有装備の特性、教育訓練の特性から、他の組織で代替することがで
きない自己完結型の統合化された組織である。自衛官は、有事（戦時）を前提とした教育訓練の成果により、困難で悲惨な状況においても任務を達成することができる。　
この様な特性を有する自衛隊が、警察や消防などと相互の連携を図り、一体として、災害対応にあたることこそが、
国民の命を守り、被害の最小化及びその迅速な回復に繋が のである。　
一般に、災害文化（
D
isaster C
ulture
）とは、地域社会に見いだされる災害に向けた文化的防衛策のことであり、
地震、津波、台風、集中豪雨 洪水、伝染病、テロ、紛争と った様々な「災害因」 （
D
isaster A
gents ）を始め、
それらの災害因が人間社会全般に及ぼす「影響」や「結果」等に関する価値、規範、信念、知識、技術・工夫、伝承等の要素から構成されている。また、機能的には災害に対する住民の対応行動・計画として現れる。こうした災害文化が「消滅」した背景の一つに、 「進歩的知識人」を自称した文化人の唱えた（ソ連 ） 「帝国主義 争史観」 、 （中国の） 「抗日戦争史観」等の影響を指摘する声もある。　
まさに、災害は社会に潜む様々な矛盾や問題（争点）を浮き彫りにしたのである。
　
他方、地元『神戸新聞』 （平成七年三月六日）は、呉地方隊第三八護衛隊司令・伊藤元弘１等海佐と護衛艦「とかち」
艦長の徳本和成２等海佐の体験を通して 海上自衛隊の「派遣」活動（初動対応）の一端を次のように伝えている。
「あの日（平成七年一月一七日は、朝から練習員の訓練出航を予定していたが、呉もかなり揺れたので情報収集をはじめた。午前八時半、総監から『出動準備』の指令。すぐに『とかち』から練習員を下船させ、毛布一〇〇
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枚を積み込んだ。艦内には非常用糧食一〇〇〇食分を備えていた。午前九時三三分、出動命令があり、二〇分後に出港した。目的は現場の情報収集と阪神基地隊の支援、救助の初動だった。瀬戸内海は漁船が多い上、海域が狭いが、可能な限りスピードを出した。艦内では、着いてすぐに非常用糧食を出せるようボイルした。糧が多いため調理用器具だけでは足らず、ふろに蒸気を送り込んで温めた。これで二トンの水を使い、洗面や洗濯を制限する真水第一管制を敷いた。暗くなり明石海峡に近付くにつれ、雲が出ているかのように見えた。が、よく見るとすごい勢いで上がっている煙だった。長田区あたりに火が赤々と見え 午後八時四〇分 東灘区の阪神基地隊に到着。翌一八日朝に基地の全容を見 グランドは液状化し、アスファルトが陥没していた。すごい、の一言だった。 」 （原文のママ）
　
地震発生に伴い、陸上自衛隊第４施設団（京都府宇治市広野町の大久保駐屯地）の担当者は、直ちに、奈良県の担
当者の「携帯」に連絡を入れた。県内の「被害」状況を把握するためである。この素早い「連携」 （組織間対応）を通じて、地震発生直後の「衝撃期」の段階で、奈良県内に大きな被害が出ていないことが確認された。第４施設団の主力が、時をうつさず、 「神戸救援を決めた」背景である（ 「部隊の重み」の例） 。　
第４施設団と奈良県庁とのいち早い「連携」を生み出した最大の要因は、両者の日頃からの「付き合い」 （組織間
における「事前対応」 ）である。こうした事例は、当時 日本社会党の重要な「集票組織」 （下部組織）であった自治労（労働組合）の強い政治的影響のもとで、 「自衛隊
と一体化した」共同訓練を二〇数年に亘り拒み続けていた神戸
市の対応（さらに、その甚大な被害の模様）を考えると、 「災害社会学 （
D
isaster Sociology
）や「危機管理の社
会学」 （
Sociology of E
m
ergency M
anagem
ent ）の観点から見て、極めて興味深い。まさに、災害に対する人間
社会の対応が政治的条件によって大きく左右（ 「規定」 ）されるのが分かる。
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第３節
　　　
―
阪神・淡路大震災、地元行政のとった初動対応の鈍さと自衛隊アレルギー
―
　
自然の脅威は、もともと非社会的なものであるが、自然災害として考えられている事象は、当該システムの政治的・
社会的・経済的・環境的諸条件との相互作用を通して生み出されるものと言える。災害は物事の本質を赤裸々に映し出す。人間社会（既存のシステム）に潜む脆弱性に対 も然りであ 。　
こうした問題点について、当時、報道各 （マスコミ）が、地震発生時（ 「衝撃期」の段階）における「行政」 （兵
庫県や神戸市）と自衛隊との「動き」 （対応）
―
つまり、 「災害社会学」や「危機管理の社会学」で言う両者の間の
「組織間対応」
―
の実態に関して、 どのような認識と理解を示したかは極めて興味深い。以下、 代表的見解を挙げる。
「自衛隊法では、知事の要請で自衛隊が災害出動をするが、緊急時は当直職員が近くの自衛隊部隊に連絡すれば、手続き上は知事が要請したことになる。電話が通じなかったという事情はあっても、今回そうした動きはなかったという。しかし、自衛隊出動の遅れの背景には、神戸市などの『自衛隊アレルギー』がある。自衛隊との間で平素、震災訓練をしておらず、いざという時の対応が分から のではないかとの見方 一般的だ。 」 （ 『読売新聞』
 平成七年〈一九九五年〉一月二九日） 。
「これまでは法的な制限などから、災害時であっても自衛隊が全面に踊り出ることを警戒する空気が国内にあったのは歪めない。 」 （ 『日経新聞』
 平成七年〈一九九五年〉一月二三日） 。
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「自衛隊への出動要請を消極的にし、またそんな空気を感知する自衛隊を遠慮がちにさせた原因がそこにある。二〇〇〇人分のベッドを持つ米空母エンタープライズの神戸沖派遣の米軍の申し入れを、日本政府（村山富市首相、社会党）が断ったのも同じ心理からだ。軍事アレルギーは敗戦と反戦の機運から生まれたものだ。結局、日本の戦後五 年のトータル 歴史が問われたのだろう。 」 （神戸市立外国語大学教授・浅井信雄） （ 『神戸新聞』
 平
成七年〈一九九五 〉三月六日） 。
　
従来から、社会党や「共産党」などの「革新勢力」 （反体制左派勢力）は、自衛隊の災害派遣に関して
―
シビリ
アン・コントロールを盾に
―
自衛隊法第八三条第一項（ 「知事の要請」 ）にかたくなにこだわり続けてきた。言い換
えれば、たとえどのような災害状況においても、常に、自衛隊の主体的な行動を抑制しようとしたのである。この背景には、自衛隊の災害派遣と治安出動・戒厳令の発令とを同一視する「論理」が強く働いていた 言える。　
第八三条の制定の経緯やその頃の政治的環境を知る関係者の中には、 当時の社会党 （左派） の政治路線
―
つまり、
たとえどのような状況下にあっても、 自衛隊の運用を 「否定」 しようと 「党」 の方針
―
を汲み取るものが多い。 事
実、 これまで地元では 住民の生命や財産保護のため、 淀川水系における水害などに積極的に対処しようとした部隊への激しい叱責があった。 現時点でも、 多くの元・幹部自衛官等を中心に、 関係者の間で生々しく語りつがれている。 先に挙げた『読売新聞』 、 『日経新聞』 、 『神戸新聞』 等の見解（報道内容） は、従前の第一線部隊の体験や思いを代弁するものである。こうした点からも 災害は社会システムの中 潜む物事の本質的意味や 係（言わば、社会システムに潜む政治的葛藤・対立）を暴き出したのである。　
事実、 私自身の調査結果からも同様な事例が多く導き出される（田中伯知『災害と自衛隊
―
危機管理の論理
―
』
芦書房、平成一〇年〈一九九八年〉１月
17日、参照） 。
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他方、東北地方・太平洋沖地震発生の夜、岩手駐屯地
の第９高射特科大隊（大隊長・中武裕嚴２等陸佐）は、釜石市の救援を目指し暗夜の危険な山岳部の国道と県道を前進した。大隊主力は、
11日
21時遠野市総合運動公園
に到着。その後、 「大槌町の中央公民館に１、 ２００名の避難者がいる。 」との情報を受け、第９高射特科大隊の本部管理中隊と第２中隊は、
21時
18分第２中隊を先頭に
暗夜の凍った国道３４０号→県道
26号→土坂峠を突破
し、 大槌に向かった。
01時
30分大槌町中央公民館に到着。
途中、国道３４０号の立丸峠は冬季間通行止めになっていたが、 「立坂峠を通過する 道路はアイスバーンであり、水トレーラを牽引している車両がスリップして危険な場面もあった。
･･････ 。 」 （第９高射特科大隊第２中隊
中隊長・大槻裕之１等陸尉） （図４～５）　
因みに、第９高射特科大隊第２中隊の事例は、筆者の
次の文献に詳しく紹介した。①
 
田中伯知『いざ、東北
沿岸へ
―
自衛隊岩手地方協力本部長・髙橋俊哉１等陸
佐と共に（東北地方・太平洋沖地震における陸上自衛隊の災害派遣の記録と「立正安国論」の現代的・学術的意
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図４　東日本大震災災害派遣初動対処経路（第９高射特科大隊）
―137―
図５
―138―
義）
―
』 早稲田大学危機管理研究会
 平成
28年〈２０１６年〉
11月３日
 全１９５頁、及び
 ②
 田中伯知『陸上自衛
隊の災害派遣の社会学的分析
―
東北地方・太平洋沖地震及び熊本地震を中心に（安全保障のグローバリゼーション
と「立正安国論」 現代的・学術的意義）
―
』早稲田大学危機管理研究会
 
平成
29年〈２０１７年〉８月
16日
 
全
２５１頁。　
東北地方・太平洋沖地震発生に伴い、関東一円でも大きな衝撃が走り被害は首都圏にまで拡大した。松村興延・元
陸上自衛隊１等陸佐（陸上自衛隊中央管制気象隊長 は、 埼玉県越生町の自宅のソファに横たわり読書に耽っていた。平成
23年（２０１１年）３月
11日午後２時
46分、突如、大きな地震の「揺れ」を感じた。驚いて、一階の窓から庭に
飛び出すと、近くの送電施設が大きく振れ動いていた。初めて体験する激しい揺れであった。　
松村興延・元１等陸佐は、一見その物静かな趣とは裏腹に、常々、日本の行く末を想い、さらに自身は「国から教
育を授かったが、未だこの国に何一つ報いていない」ことに、心を砕いていた。防衛大学校第８期（電気工学）を卒業後、 陸上自衛隊幹部候補生学校の課程を修め、 他の仲間の同期生等と同様 生涯の大半を日本の「安全保障」と「平和」 （ 「四表の静謐」 ）のために尽力した。現役から退いた後は「偕行社」の活動に参画し、 国家への深い「想い」と「報恩」の念を秘めて、その活動の任に就いた。言わば、典型的な「武士」 （もののふ）であ 。　「偕行社」 （東京都千代田区九段南） の活動の歴史的意義は、後世の日本人に向けて、幕末維新後の 「日本近代化」 の世界史的意義を綴ることにある。十九世紀後半、極東 小さな島国・日本は
―
アジア、アフリカ諸国がことごとく西
欧列強 （ 「白人国家」 ） の草刈り場 （植民地） となる中で
―
、唯一、急速に近代化を達成し、世界の 「桧舞台」 に列強の一
員として登場した。偕行社は 輝かしくも苦難に満ちた 「日本近代化」 の歴史的意義を綴る 「証人」 である。　「偕行社」では、 機関誌『偕行』の編集会議が毎月開催される。地震発生から間もない編集会議（三月二六日〈土〉 ）の席上で、当然の事と て、 「東北地方・太平洋沖地震」のことが議題に上った。松村興延・元１ 陸佐（陸自
64）は、
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戸塚新・編集長（陸士
61期）から、 「今回の『災害派遣』の『資料』を集めておくように」との指示を受けた。
　
当時、東北を中心に大きな余震が続き、さらにそれに伴う誘発地震が果断なく続いていた。日本全体が大きな不安
に包まれ、次第に、地震・津波の衝撃の影響が日本各地に広がり始めていた。大地震の衝撃は
―
福島第一原子力発
電所事故にたいする懸念と重なり
―
都民の生活に大きな影を落としていた。生鮮食料品を始め、各種の生活物資の
欠乏が目立ち始め また節電の影響で東京の夜景から街灯の多くが消え、その「景観」が一変した。　
しばらくして、偕行社副事務局長の松田純清・元
1等陸佐（陸自
63）から松村興延・元
1等陸佐のもとに急遽連絡
が入った。部隊の災害派遣に関わる資料の収集が指示された。平成
23年４月１日、松村興延・元陸上自衛隊中央管制
気象隊長は、偕行社 仲間等３名と共に、仙台駐屯地の「指揮所」 （統合任務部隊司令部）に向かった。途中、部隊・司令部への「陣中見舞い」として 都内数か所の倉庫を回り数千本の栄養ドリンク剤を調達し、車に積み込んだ。ある業者の方からは、事情 分かると、代金も取らず、 「 『仙台までの途中で、あなた方４名で飲んで下さい』と言って、数百本もの栄養ドリンク剤が提供された。自分たちの分なら、４本でよかっ のに。 」と、今も 松村興延・元１等陸佐は、その時 ことを深く心に刻んでいる　
当時、 東北地方・太平洋沿岸地域に派遣され、 「救援活動」 当った部隊・隊員の多く 、 白米と水、 そして時折出さ
れる具のない味噌汁といった 「粗食」 のため、 また野菜不足等も重なり、 体調不良や健康管理の問題が懸念され岩手県陸前高田市に展開した第９師団第５普通科連隊 （青森駐屯地） 第３科長 （ 「作戦幕僚 ） 岩上隆安２等陸佐 （当時） は、 筆者が、 粗食に耐えて懸命に任務遂行に当る部隊・隊員の 「健康状態」 について敢えて尋ねると、 「実は、 ここ陸前高田市に来て、 一度だけ豚 を食べました。 うまかった す。 」 と話してくれた 平成
23年４月５日） 。 東北の 「沿岸部」
では救援に携わる部隊・隊員の多くが、貧しい粗食に耐え懸命 被災者の盾となり、困難な救援活動に従事していた。日本中が東北救援 向けて つに繋がっていた。敢えて 社会学的知見を記せば、災害は良くも悪くも、当該社会や
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組織 （ 「自衛隊」 ） の 「本質」 を始め、 社会や組織の中に潜在する重要な価値や規範を導き出す （映し出す） 。　
また、当時、防衛省自衛隊岩手地方協力本部は広く国民に向け、以下のメッサージを送り、自衛隊の災害派遣活動
への理解を訴えた。
３月
11日、午後２時
46分、国内観測史上最大のマグニチュード９・０の地震が発生。太平洋沿岸に大津波が押し
寄せた。岩手地方協力本部は、地震が発生すると直ちに県・担当市役所・町村役場に連絡員を配置し、派遣部隊主力が到着するまで勤務した。岩手駐屯各部隊は、速やか 災害派遣準備を行い、災害の甚大な各担当隊区に駆けつけた（
「衝撃期」における「行政」と「防衛省自衛隊岩手地方協力本部」との「組織間対応」 《調整》を示す
事例
） 。陸自は当初、被災地域で情報収集、人命救助、行方不明者の捜索、給食・給水活動等を実施。引き続き
人員・物資輸送、入浴等の生活支援活動を実施中である。未曾有の被害により災害派遣活動は、長期化が予想されるが、自衛隊は、国民と一体となって復興に向け活動中である（平成
23年３月
30日） （カッコの中の加筆は田
中によ ） 。
　
防衛省自衛隊岩手地方協力本部（本部長・髙橋俊哉１等陸佐）は、未曾有の大災害と被害を前に「国民」の協力を
訴え、他方、沿岸部で危険で厳しい任務に就く（北海道から沖縄の）各駐屯地から救援に駆けつけた「派遣部隊・隊員」の志気を鼓舞し、同時に隊員の「留守家族」への感謝と慰労の言葉を残した。まさに、自衛隊こそ国民の「最後の砦」であった。　
仙台駐屯地では、既に、第６師団司令部（山形県東根市）が指揮所を体育館内に設けていた。また、統合任務 隊
司令部・指揮所（指揮官・君塚栄治陸将）には、連絡・調整等に当たる米軍（同盟軍）将校の姿があった。彼らは、 「こ
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の国は大丈夫だ。被災地では、小さな子供達までもが、水の入った一本のペットボトルをもらうにも、列に整然と並んで順番を待っている。第一、 君たちには、 天皇（陛下）がおられるではないか」と、 語りかけてきた。年老いた「退役」将校までもが、 司令部に駆けつけ、 懸命に部隊（ 「後輩」達）を励ます姿に接した 米軍将校が示した「配慮」 （ 「対応」 ）の一例である。　
自衛隊は「冷戦」の脅威に対して軍事・安全保障の側面からわが国の平和の「礎」となり、経済活動を始め、国民
生活全体の安定と平和（ 「四表の静謐」 ）に大きく貢献してきた。戦 、日本は米国に次ぐ世界第２位の経済大国にまで復興・発展したが、われわれ国民の陰で
―
国家、国民全体の「静謐」を護るために
―
隊員達の努力が営々と積
み重ねられてきた事実を忘れてはならない。　
因みに、本稿では、日本の経済力については次の条件のもとに評価した。①
 
中国国家統計局が発表するＧＤＰ数
値や資料の信憑性の問題、②
 （国連や日本など西側先進国と比べ、中国における）ＧＤＰ、外貨準備高の算出方法の
相違、③
 
世界一の外貨準備高（米国債の保有） 、④
 
世界一の政府資産、⑤（基軸通貨発行国・米国と並ぶ）世界一
の資金提供力
 
⑥
 
世界一の債権国家等に加え、⑦
 
先端技術の自主開発力を始めとする、技術競争力（大型原子炉、
探査衛星「はやぶさ」に象徴される宇宙開発力、新幹線、リニアモーターカー、半導体基幹 品、鋳物や炭素繊維等の様々な素材の開発 …… み る日本 「ものづくりの力」 ） 、 ⑧
 世界第６位の広大な水域（ 「内水・領海」と「排
他的経済水域」 ）が持つ 源的価値（世界的漁場、海底石油・ガス、海底熱水鉱床 お る多様な鉱物資源）等をもとに、中国に替わって、日本を世界第２位 経済大国とした。一方、中華人民共和国は世界有数の債務国家・借金国である。　
兵庫県南部地震（ 「阪神・淡路大震災」 ）の調査のため、発災直後から頻繁に５年以上にわたり、関西地区の陸上自
衛隊各駐屯地、中部方面総監部、海上自衛隊阪神基地隊、自衛隊地方連絡本部（現・地方協力本部）等に赴いていた。
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その折、大阪地方連絡本部がある合同庁舎の玄関口付近で、突然、
「先生、世間では憲法第九条によって戦後の平和が築かれたのだと言う人がいますが、私がまだ若かった頃、雨の降る塹壕の中で全身水に浸かりながら朝まで訓練をしたことがあります。こうした隊員達の陰の努力によってこそ、平和が守られてきたのではないでしょか。 」
と、話しかけられた。　「退役」をまじかに控えたベテランの自衛官（陸曹）であった。全く予想もしなかった問い掛けであった。 「言質」から見て、ひたすら国を護ることの意義に きな自負の念をもっているのだろう。静かな口調で語りかけられた。穏やかでどこか清々しさが感じられた。自分の生き方に誇りをもってい のが分かる。普通、よほどの深い信頼関係で結ばれていない限り、現職自衛官が勤務中に外部の民間人と政治的な会話
―
まして、 （政権を掌握する）社会党の
批判に繋がるような話題
―
を持ちだすことはない。へたをすれば、 処分を受けてしまう。 （ 「神戸」の）調査を機に、
お互い少しは顔見知りにはなっていたが、多分、わたしになら理解してもらえるであろうと、自己の信念を述べたのである。以来、二〇数年を経たが、その時の模様が鮮明に浮かび上がってくる。当時、日本社会党委員長であった村山富一氏が政権を執っていた。まだ 自衛隊へ 風当たりが強い時代であ た。　
社会学的観点から見れば、災害は重要な社会変動を生起させる。また、災害は「脅威」や「衝撃」への対応の在り
方を含め、すべて「 治現象」の一端であるといってよい。社会学的表現を用いれば、災害は、経済的、政治的、環境的、文化的構造を含め既存の社会構造や制度の中に潜む「歪」や「欠陥」を赤裸々 照らし出す。　
阪神・淡路大震災が残した最大の教訓は、とくに災害の「衝撃期」 、 「被害の査定期」 、 「救助期」の各段階では「行
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政」 （自治体）と「自衛隊」 （地元の救援を担う第一線部隊・駐屯地）との間の積極的「連携」や「調整」 、つまり両者の緊密で前向きな「組織間対応」の必要性を証明した点にある。こうした指摘（ 「知見」 ）は、 「阪神・淡路大震災」の「衝撃期 の段階でとられた村山・社会党政権や兵庫県庁等の稚拙な初動対応の例から導き出すことができる。
「村山首相にとって、一月一七日は山花氏グループの社会党離脱により、政権自体が直下型地震に襲われる予定日でした。兵庫は新民連議員の多いところであったので、一七日の午前は、首相以下この地震で新民連議員の動きが止まっ と、ほっとしていた が実態でした。驚くべきことに閣僚のなかには『ざまあみろ』と記者に漏らした者 い それにしても、 村山首相は、 はじめ七時〇〇分 秘書に電話で起こされて地震を知ったといっていました 、本会議では、六時〇〇分にテレビで知っ と発言しました。そうすると、六時〇〇分から官邸にはいる九時一九分までの三時間以上の貴重な時間、彼 なにをしていたのでしょうか。たぶん、八時過ぎまで地震のことは上の空で、新民連のことが気になって登校拒否症みたいになってボーとひきこもっていたというところでしょうか（傍線は田中による） 。 （傍線部の表現は 今日 「いじめ」を放置する学校や教師の対応が大きな社会問題となっている。人格形成期のかけがえのない時期に「 じめ」の被害を受け それによって「地獄」を体験し、深く悩んでおられる児童、生徒、及びその親、兄弟姉妹の心境を想うと、極めて「不適切」な表現ともみられるが ここでは敢えて原文のまま取り上げた。京都大学法学部を卒業し また弁護士 もある西村眞悟・衆議院議員に、神戸の震災を契機に議員会館等で何度かお会いする機会があった。明らかに、文脈からも西村議員の先の主張の矛先は日本国内閣総理大臣・村山富市氏の政治責任を質し ものである。言い換えれば 村山富市首相 「なにぶんはじめて ことで……」といった「情けない」言動こそが、ここ 真剣 取り上げられるべき問題、争点であると考えるからである。ご了承願 た ） 。要するに彼は、救助 不可欠な自衛隊を動かす最
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高指揮官が自分であるとは思いもせず、自分がなにか神戸のために決断しなければならない立場にあるとは考えてもいなかったのではないでしょうか。その間、神戸では人々は埋もれたままになっていたのです！ちなみに、冒頭に示しました一七日（地震発生当日）の首相の行動は日常業務そのもの
（傍線及び強調は田中による）でキャ
ンセルされたのは一二時頃の数分間の「采の花キャンペーン」のみ。一六時〇〇分の記者会見は、後藤田氏らに早くやれと電話でどなられて、しぶしぶしたと聞きます。したがって、全く内容なし。 」 （西村眞悟・衆議院議員『亡国か再生か
―
自虐五〇年の戦後日本から脱却する
―
』一八二～一八三頁
　
参照
　
傍線は田中による） 。
　
元来、地震、津波といった自然の脅威は非社会的なものである。しかし、社会学的観点から見れば「自然災害」と
して考えられる事象は、当該社会の「構造」を規定する統計的・経済的・政治的・コミュニケーション変数（条件）といった、様々な社会的条件との相互作用の結果として考えられる（図３） 。　「衝撃期」の段階で、村山・社会党政権がとった極めて稚拙で無責任な「対応」は、社会主義思想の強い影響を受けた「護憲」運動の問題点（欠陥）
―
言わば、自衛隊の積極的運用（ 「動き」 ）を阻害し、 「犠牲」を顧みない政治
の在り方
―
を赤裸々に暴き出したのである。災害時における自衛隊の（救助・救援のための）組織的対応が既存の
政治的条件によって大きく左右されたわけである。　
冷戦時代、ソ連・東側の「社会主義思想」に立脚し、 「反安保」 （反日米同盟）を訴え 彼らの「専守防衛」への強
い、絶対的なこだわりも然りである。 「専守防衛」の主張の中には、有事や危機に際して、国民の生命や財産そして人権を護るための具体的な方策や対応について何ら語られていない。こうした政策は、敵性国家などからのテロや攻撃を誘発する 好の機会を生み出し、その結果、有事においては日本国土が悲惨な「戦場」となる。まさに、 「本土決戦」である。世界中で、政治家がこの様な「ばかげた」ことを公言するような国は、日本だけであ そこ は、
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人類の歴史が示す数々の教訓がまったく顧みられていない。仮令（たとい） 、このような主張は「おとぎ話」の世界であっても通用しない。世界の「グローバル」化が謳われて久しいが、まさに時代錯誤そのものといえよう。 「ＩＳ」の例からもテロ（ 「非対称戦」 ）や紛争・戦争でさえ、ますますグローバルな様相を強めている が分かる。まさに、神戸 災害は社会党政権が担う政策の本質的欠陥を明示したと言える。　
また、フランスの著名な社会学者の一人であるジャン・ボードリャールは、被災地・神戸の視察をもとに、今回の
地震の特徴について次のように述べている。
「私が強調したいのは、 実際に破局というのは、 それが自然によって引き起こされたものであっても、 実は政治的、社会的な破局なのだという点だ。つまり、自然の大災害というのは、現在の政治や社会のシステムの中の亀裂や揺らぎの存在を暴露し、だれの目にも明らかにしてくれる。 」 （ 『朝日新聞』平成７年３月２日） 。
　
このボードリャールの指摘は、災害時の組織対応を検証する上で、極めて興味深い視点を提示している。
　
さらに、米国の社会学者Ｂ・Ｆ・マクラッキーは、イタリア、日本、米国を例にとりながら、統計的変数、経済的
変数、 政治的変数、 コミュニケーション変数をもとに其々 社会システムの特徴を捉え、 各国の自然災害に対する「対応」 （ 「対処」 ）の違いを汲み取っている（図３） 。　
この争点について、陸上自衛隊中部方面航空隊長兼八尾駐屯地司令・山根峰治１等陸佐（当時）は、謙虚な口調で
次のように語った。 （田中伯知『災害と自衛隊
―
危機管理の論理
―
』芦書房、 平成一〇年〈一九九八年〉１月
17日、
参照。また、本研究は「平成８年度・財団法人電気通信普及財団」の研究調査助成金を受けて行われた） 。
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「この国の政府は、自衛隊という国民の貴重な『財産』を持ち合わせているにも拘わらず、それを積極的に運用して国民の命を助けようとしない。 （こうした環境の下にあって）懸命に救援にあたる
一般の自衛官こそが高い
使命感と責任感と 持った『ボランティア』である。 」 （傍線は田中による）
　
大阪市の南西近郊にある八尾駐屯地（狭小なヘリポート）周辺には、一般の住家、商店、町工場などが密集してい
る。 （震災）当時、正面ゲート付近は駐屯地と互いに軒を並べるようにして一般の住家が密集していた。しかし、地震発災とともに地元自治会連合会を中心に多くの方々が、一日数百回にも及ぶ離着陸、上空通過、騒音などをものともせず、 害派遣の飛行に温かい理解 示し、救援活動への理解 求め ポスターの張り出しなどにも率先して協力した。被災地などでよくある光景であるが、ここでも自衛隊と住民とが協力し合いながら、連日、懸命 被災者と被災地・神戸を助けていた。　
陸上自衛隊中部方面航空隊の地震発生の「対応」は、各方面から高く評価されている。七時一四分、観測ヘリ一機
が離陸した。この時点では、兵庫県知事の出動（災害派遣）要請が出されて なかったため、 「訓練」を名目に観測用ヘリコプターを神戸、淡路方面の「偵察」へ向かわせている。一刻を争う事態であり、 「緊急性」 問われていた。山根司令の意図（真意）は「偵察」である。 「苦肉の策」である。　
当時、自衛隊の積極的運用が問題視される時代であった。今日の常識では考えにくい程、部隊の「動き」 （運用）
が政治的に封じ込められていた。いわんや、従前から自衛隊 廃止を謳ってきた社会党・村山政権の時代である。かし、陸上自衛隊中部方面航空隊は然り 事の「重大性」 緊急性」を認識した自衛隊は、陸上自衛隊中部方面総監部（兵庫県伊丹市・伊丹駐屯地）を核に、第３師団（伊丹市・千僧駐屯地）隷下の第３特科連 （当時、姫路駐屯地） 、ならびに海上自衛隊阪神基地隊（神戸市）など陸・海・空自衛隊各基幹部隊が中心となって
―
兵庫県知事の「派遣」
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要請の「遅れ」に縛られることなく
―
、被災者の救助・救援に向け迅速に積極的対応をとったのである。
　
因みに、兵庫県が自衛隊側から催促を受けて正式に具体的な「派遣要請文書」を提出したのは、地震発生から十二
日もすぎた一月二九日のことであ 。 （田中伯知、Ｓ・アルバーツ・米国防総省長官補佐官官房、研究・戦略計画担当国防次官補『災害と軍事革命
―
危機管理の論理
―
』自由社、平成一七年〈二〇〇五年〉一月三一日
　
参照）
　
一般に、社会学的観点に立って災害を定義すると次のようになる。
通常、災害は、地域社会の全体またはその大部分に影響を及ぼすものであり、そこでの既存の社会システムが急激にその機能を「停止」する際に現れる現象といえる。言い換えれば、災害は（自然現象を含む）様々な災害因（D
isaster A
gents
）が生み出す社会崩壊・社会解体
として捉えることができる。この意味で、災害を経験した
社会は急 な「変動」 被ることになる。
　
この観点に立つと、
村山政権の政治色の強い対応は、世論全体から強い批判を浴び村山政権の崩壊はもとより、 「護
憲・平和」運動を主導した日本社会党それ自体が解党（崩壊）に向かう重大な契機、要因となったといえる。さらに、社会党の集票組織であった「自治労」や「日教組」の運動方針に多大な「衝撃」を与えた。まさに、阪神・淡路大震災は日本社会党を解党（一九九六年一月）に導き、 戦後日本政治の枠組みを形作った
―
自民（体制） 、 社会（反体制）
の二大政党を中心とした
―
「五五年体制」の残滓を「消し去った」 （ 「葬り去った」 ）のである。明らかに、神戸の
災害は戦後の政治体制・構造に劇的な変動をもたらした。同時に、国民 自衛隊 けた態度・評価も大きく変わった。部隊・隊員 「災害派遣」活動、とくに東北沿岸の被災地域において、懸命に被災者に向き合い、また寄り添う姿は、次第に多くの国民の心を引きつけていった。
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この社会党の凋落に関して、山川出版社の『新日本史Ｂ
 改訂版』 （高等学校向け検定教科書
 二〇一九（平成三一）
年三月五日発行）は、以下のように記述している。
「……一九九五 （平成七） 年一月、 阪神・淡路大震災がおき、 六五〇〇人近くの死者を出す大惨事となり、 政府の危機管理が問題となった。 村山内閣は支持率を低下させ、一九九六 （平成八） 年一月に退陣……。 」 （三五七頁）
　
明らかに、 （神戸の）震災後「自衛隊」に対する世論の風向きに大きな変化が起きた。そして、
自衛隊と国民との
繋がりはいっそう深まった。論点をかえれば 神戸 大災害は、社会党政権の政治思考の中に潜む反体制的志向を明らかにしたと言える。すなわち、①
 日本社会党綱領に明示された現行の日本国憲法の明確な否定（逆説的には、 「社
会主義」新憲法の志向） 、さらに
 
②
 
ソ連共産党の政策に則った「日米安保体制」や「自衛隊」に対する強い批判、
さらに
 ③
 日本に対する「非武装化」の政策（主張）の中に隠された「革命勢力」のイデオロギーを、国民の前に赤
裸々に暴き出したのである。　
他方、①
 
ロシア軍ならびに（米国を凌ぐ世界最大の兵力を擁し、核弾道ミサイル東風
45号に象徴される）中国人
民解放軍の巨大な核戦力の脅威、 ②
 さらに中華人民共和国による沖縄領有宣言（ 「中華人民共和国領海および毘〈び〉
連区法」一九九二年二月二五日
 
制定・発布） 、③
 
北朝鮮軍（ 「朝鮮人民軍」 ）の核武装化とそれに続く「日本」及び
日本周辺に向けた弾道ミサイルの相次ぐ発射、さらに④
 
文在寅・韓国大統領の従北外交と反日・克日外交の先鋭化
など、日本周辺の「安全保障」に関わる環境 、近年になく厳しさを増している。まさに、日本をめぐる「四表の静謐」 （平和と安定の意、詳しい語義については日蓮の『立正安国論』を参照のこと が脅かされているのである。日本は、自主独立と平和そして繁栄のため 、国民に賢明な選択とそれ 適う強い意思を求めている。
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付
東北地方・太平洋沖地震　写真資料
田中伯知　撮影
写真４　 自衛隊岩手地方協力本部（『岩手地本』）の中川原秀治・２等陸曹（写真右側）
の運転で、盛岡市の岩手県庁を出立。国道106号（全長約100㎞）を宮古市
に向け走行。途中、積雪が残る北上高地を超える。岩手駐屯各部隊にとって、
内陸部と沿岸部とを結ぶ重要な「補給幹線」である。
　　　　 　岩手地方協力本部本部長・髙橋俊哉1等陸佐（写真左側）は、「106号が地
震で『やられた』としても、われわれ陸上自衛隊は『徒歩』で沿岸部の救
援に向かうことが出来る。」と説明した。地震発生の直前まで、当時の民主
党政権（旧・『日本社会党』の後身）は、「専守防衛」を理由に陸上自衛隊
の「廃止」を唱えていた。この政策の流れであろうか、地震が発生した民
主党時代には、自衛隊の高級幹部を中心に「アンケート調査」（『思想調査』）
が実施されていた。まさに、自衛隊に対する「圧力」である。
　　　　 　社会学的観点から見て、災害の最も重要な社会的機能（「働き」）は、社
会制度・社会システムに潜む潜在的な矛盾や脆弱性を赤裸々に暴き出すこ
とである。いわば、災害は社会や物事の「本質」を明らかにする。自衛隊は、
黙々と、また懸命に被災者に寄り添った。これが、自衛隊が「民主党」（当時）
に示した真の「回答」である。
（撮影：田中伯知　2011年４月４日　14時23分）
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写真５　 北上山地を挟んで三陸沿岸の宮古市から内陸の盛岡市に至る国道106号の道
の駅『やまびこ館』の駐車場。自衛隊の災害派遣各部隊の活動が目立つ。『や
まびこ館』は、宮古⇔盛岡の中間点にある。106号は津波被害を受けた三陸
沿岸と内陸を結ぶ「街道」であり、救援部隊、組織、機関等の本格的な組
織的救援活動にとって欠くことの出来ない「補給幹線」の役割を担っている。
写真は、前進中の宮城県・船岡駐屯地の第2施設団第10施設群の隊員である。
この時期（段階）になると、一部の被災地では、通信（「無料電話」）、金融、
行政、医療等のサービス、また民間のボランティアの活動が「動き」始め
ており、自衛隊車両に加え、民間車両の走行が目立つ。国道106号が、崖崩れ、
落石等の地震被害を被っていれば、「衝撃期」における陸上自衛隊・岩手駐
屯各部隊（唯一の応急救援部隊）の初動対応の「動き」が大きく左右され
たはずである。
　　　　＊ 道の駅『やまびこ館』の商品陳列棚はどれもが「がら空き」の状態であっ
た。自販機で「缶コーヒーでも」といった「普段」の期待は完璧に砕か
れた。中山間地とは言え、岩手・三陸沿岸（宮古）の後背地であるためか、
地震・津波災害による沿岸部の甚大な「破壊・壊滅」を伝える緊迫した
空気感が漂っていた。
 （撮影：田中伯知　2011年４月４日　14時52分）
第２施設団第２施設群の隊員と車両
自衛隊の大型車両
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写真６　 盛岡市から国道106号線を通って宮古の市街地に到着。徐々に、落ち着きを
取り戻し始めている。さらに、国道45号を経由（北上）して未曾有の地震・
津波被害を被った田老地区（旧田老町）に向け前進を続ける。
（撮影：田中伯知　2011年４月４日　15時47分）
『宮古信用金庫』の看板
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写真７　 捜索活動を行う自衛隊員（赤色で囲った楕円形の中）。この段階（時期）では、
自衛隊による懸命な道路の「啓開」作業が整い、既に重機が持ち込まれ作
業が始まっている。自衛隊は、被災地に駆けつけると生存者の発見と救出
のため、最初に素手で瓦礫を取り除き、同時に道路の「啓開」作業を行った。
　　　　 　道路の「啓開」は「人員」(自衛隊、消防、警察等の救援部隊)、「支援物資」、
「支援器材・機材」、「人の移動に伴う情報伝達」等を始め、救援活動に必要
な様々な対応資源（Resources）の被災地への投入を容易にする。
　　　　 　この時期、東北の三陸沿岸を中心に、多くのマスコミ関係者、国民、被
災された方々等の陰に隠れて、自衛隊・警察・消防等の各救援部隊、救援
組織・機関、さらに民間の土木・建築関係者等により懸命な支援活動が長
期間にわたり繰り広げられた。
（撮影：田中伯知　2011年４月４日　16時９分）
捜索中に見つけ出された貴重
品等が台の上に丁寧に並べら
れている。
遺体等の捜索を終えた建物の
壁に「解体OK」と表示されて
いる。
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写真８　 田老地区の防潮堤に前進中、第２師団（司令部：北海道旭川市）第26普通
科連隊の大型車両（車両番号：「363392」）と行き交う。留萌駐屯地（北海
道留萌市）からの救援部隊である。
（撮影：田中伯知　2011年４月４日　16時13分）
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写真９　 三陸海岸・岩手県田老町は、昭和三陸津波（昭和８年〈1933年〉３月）発
生から70年を経た平成15年（2003年）３月３日、「津波・防災の町宣言」を
発表した。社会学的視点からは、「災害文化」（Disaster Culture）の「形成」
や「変動」を考察する上で、興味深い事例である。
　　　　 　『田老町は、明治29年、昭和８年など幾多の大津波により壊滅的な被害を
受け、多くの尊い生命と財産を失ってきました。しかし、ここに住む先人
の不屈の精神と大きな郷土愛でこれを乗り越え、今日の礎となる奇跡に近
い復興を成し遂げました。生まれ変わった田老は、昭和19年、津波復興記
念として村から町へと移行、現在まで津波避難訓練を続け、また、世界に
類をみない津波防潮堤を築き、さらには最新の防災情報施設を整備するに
至りました。私たちは、津波災害で得た多くの教訓を常に心に持ち続け、
津波災害の歴史を忘れず、近代的な設備におごることなく、文明とともに
移り変わる災害への対処と地域防災力の向上に努め、積み重ねた英知を次
の世代へと手渡していきます。御霊の鎮魂を祈り、災禍を繰り返さないと
誓い、必ずや襲うであろう津波に町民一丸となって挑戦する勇気の発信地
となるためにも、昭和三陸大津波から、70年の今日、ここに「津波防災の町」
を宣言します。』
（撮影：田中伯知　2011年４月４日　16時13分）
三　陸　大　津　波
TidalWaveWarning
こ　こ　ま　で
EndingHere
昭和８年（1933年）
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写真10　 髙橋俊哉・１等陸佐らと共に調査に同行し、写真資料の「作成」に協力し
て頂いた自衛隊岩手地方協力本部（広報班）の松本勝司・准陸尉。発災と
共に、困難な状況の中で被災地に赴き、未曾有の地震・津波災害の記録に
努めた。自衛隊にとって「広報」のもつ意義・目的は、①「災害時」にお
ける自衛隊の救助・救援活動を広く国民に伝え、② 被災地住民、派遣部隊・
隊員の家族を含め、広く国民全体に安心感・安定感をもたらすことにあり、
さらに③ 災害派遣部隊・隊員の志気を鼓舞（「振作」）することはもとより、
④ （未曾有の地震・津波災害を前に）日本に対し活発な軍事的示威行為を
繰り広げる中国人民解放軍とロシア軍に対して、一寸の隙も与えず、限ら
れた人員で日本の海や空をしっかりと守り、東北・三陸沿岸の救援部隊（「統
合任務部隊」）の第一線での活動を、背後から支える（「災害派遣部隊」以
外の）すべての部隊・隊員の志気を高める点にある。
（撮影：田中伯知　2011年４月４日　16時16分）
田老の防潮堤（陸側）の一角で、活動する松本勝司・准陸尉
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写真11　 「防潮堤」の上から見た宮古市「田老」地区の模様。住民の姿がどこにもない。
防潮堤に沿うような形で地区全体が津波によって壊滅している。救援活動
に必要な道路の「啓開」がここでも（自衛隊の懸命な活動によって）完了
しているのが分かる。同時に、瓦礫の状態から「遺体捜索」の進捗状況が
読み取れる。自衛隊は、救助、救援活動の主力であった。今回の地震・津
波災害では、多くの自衛隊員やその家族が被災した。「家族が被災した隊員」
374名、「被災家族で亡くなった方」344名、「負傷者」15名、「安否不明者」
121名に上る。家族の「安否確認」も定まらない状況下で、隊員達は、国家、
国民の「最後の砦」として未曾有の大災害に立ち向かった。平成23年（2011
年）３月14日現在、自衛隊に救助された被災者は、約19,000名を数えた。
この「事実の重み」を通して、われわれは「国民の誇り」を覚えるのである。
（撮影：田中伯知　2011年４月４日　16時16分）
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写真12　 宮古市田老地区に展開する陸上自衛隊第２師団第２特科連隊（旭川駐屯地）
（撮影：田中伯知　2011年４月４日　16時19分）
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４
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）
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写真16　 微塵に粉砕された「世界最大の防潮堤」。社会学的視点から見れば、元来、
地震、津波といった自然の脅威は非社会的なものと言えよう。言わば、災
害は人間社会と自然の脅威との境界線上で起こる現象である。しかし、実
際には、自然災害として考えられる現象は、当該社会の「構造」を規定す
る（人口、都市化の度合などの）統計的・（GDP、国民一人当たりのGDP、
経済発展の水準、社会文化指数などの）経済的・（近代化・西欧化の度合、
利益集団の利益表出、政治的近代化の度合、イデオロギー的志向性、議会
の勢力分布、水平的権力分布、政治的志向性、集権化の度合などの）政治的・
（新聞、ラジオ等様々なメディアの普及、読み書き能力などの）コミュニケー
ション的条件（「変数」）といった様々な社会的条件との相互作用の結果と
言える。 (撮影：田中伯知：2011年４月４日　16時26分)
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瓦
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４
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）
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写真18　 防潮堤の内側にたてられた国旗「日の丸」を撮影する髙橋俊哉・１等陸佐（岩
手地本長）。 （撮影：田中伯知　2011年４月４日　16時44分）
写真19　復旧に向け活発に支援活動が続いている
（撮影：田中伯知　2011年４月４日　16時47分）
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写真22　 臨時ヘリポート近くに宿営する（北海道の）第１戦車群。宿営地の一角には、
小さな文字で「がんばれ、第１戦車群」と記されていた。岩手・三陸沿岸
の各地に、被災地のために活動し、被災者に寄り添う陸上自衛隊の姿があっ
た。部隊派遣は、被災地の治安を守り、同時に被災者・住民の間に強い安
心感、安定感をもたらした。
　　　　　　（2011年４月５日　９時18分）
陸路、盛岡から陸前高田に先行し、髙橋本部長と筆
者の到着を待つ岩手地本の車両。中川原秀治・３等
陸曹（運転席）、松本勝司・准陸尉（車内後部座席）
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本研究は、平成
31年度（令和元年） ・早稲田大学特定課題研究（ 「研究基盤形式」 、個人研究、課題番号
２０１９Ｃ
－ ４１５）の研究助成を受けて行った。
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